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（注） 
・数値は、表示単位未満で四捨五入し、端数整理

をしています。このため、合計値等が、表示され

た数値から算出した値とは異なる場合があります。 
・第２部で使用している２３区平均の数値等は、

決算統計に基づく速報値です。 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２０年度決算の概要 
 

 
 

    

 

 

 

 

 

 

 

 第１部 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区の財政状況の健全性を判断するには、１年間の収支の状況を分析すると同時に、

これまでに積み重ねてきた、資産と負債の状況の二つの側面から財政運営の分析を行

うことが必要です。区が必要な行政サービスを提供し、区民満足度の高い行政を維持

するためには、財政基盤の強化を図り中長期に財政の健全性を確保し、向上させてい

かなければなりません。 

 

区ではこの二つの側面から財政の健全性をみるため、普通会計（※注１）（第２部で

詳細に記述）と企業会計的手法による決算（※注２）（第３部で詳細に記述）分析をお

こなっています。 

 

 注１ 普通会計：統計上の会計で、中野区の場合、一般会計と用地特別会計をあわせ、重

複経費などを控除したもので、現金の動きを把握することができます。 

注２ 企業会計的手法による決算：普通会計の決算数値を一定のルールに沿って複式簿記

の勘定科目に置き換えて、複式簿記・発生主義会計の財務諸表を作成したもので、資産

と負債を把握することができます。 
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 （１）普通会計による分析 
 平成２０年度の歳入決算額は１，０４３億円、歳出決算額は９６４億円でした。翌

年度に繰り越すべき財源を差し引いた実質収支は２５億円、実質収支比率は３．２％

となりました。経常収支比率は、前年度比１．３ポイント増の８１．２％、公債費比

率は、０．６ポイント増の８．６％です。中野区は、中長期的な財政見通しの中で計

画的に財政運営を行っており、財政の弾力性を確保しています。 
また、「地方公共団体の健全化に関する法律」に基づく４つの指標（実質赤字比率、

連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）については、政令で定められた

早期健全化基準を下回っており、いずれも健全性を確保しています。 
【健全性判断比率】Ｐ３７参照 

 

（単位：千円・％）

平成２０年度  平成１９年度 増減

歳 入 総 額 104,310,877 109,469,404 △ 5,158,527

歳 出 総 額 96,409,977 106,282,390 △ 9,872,413

翌年度に繰り越すべき財源 5,368,544 59,988 5,308,556

実 質 収 支 額 2,532,356 3,127,026 △ 594,670

実 質 収 支 比 率 3.2 4.1 △ 0.9

経 常 収 支 比 率 81.2 79.9 1.3

公 債 費 比 率 8.6 8.0 0.6

地 方 債 年 度 末 現 在 高 41,117,952 46,696,220 △ 5,578,268

積 立 基 金 年 度 末 現 在 高 37,140,081 34,398,915 2,741,166

表1　普通会計決算の財政指標等

 
 
 
① 歳入の状況 ～ 一般財源は横ばい、特定財源は減少 ～ 

 

○ 一般財源（使途が特定されていない財源）は７２３億円となり前年度と横ばい

となっています。特別区税６億円（１．８％）、地方特例交付金１億円（３８．

３％）、特別区交付金１億円（０．３％）とそれぞれ増となりましたが、これ以

外の各種交付金は、昨年秋からの景気後退の影響から地方消費税交付金２億円

（６．６％）、配当割交付金２億円（５３．０％）など軒並み減となっています。 
  【表２ 普通会計決算の歳入の状況】Ｐ４参照 

○ 特定財源（使途が特定されている財源）は３２０億円と前年度に比べ５２億円

の大幅減となりました。これは平成１９年度に実施した警察大学校等跡地整備に

伴う公園・道路用地取得のための特別区債（５９億円）、国庫支出金（５３億

 平成２０年度決算の概要 
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円）、都支出金（１９億円）の減が大きな要因です。平成２０年度の特徴的な歳

入として、定額給付金に関する国庫支出金が４７億円ありました。また、財産収

入では上野原区域外スポーツ学習施設用地の売払いにより１億円の収入がありま

した。 
このほか基金からの繰入金が財政調整基金、減債基金、まちづくり基金など合

計で３４億円（２６億円増）、特別区債が１１億円（４８億円減）となっていま

す。 
 

 
 

  

（単位：千円）

 平成２０年度 平成１９年度 増減

72,313,480 72,310,376 3,104

31,562,499 30,989,929 572,570

35,280,838 35,171,180 109,658

513,767 534,537 △ 20,770

563,629 708,507 △ 144,878

164,270 349,397 △ 185,127

56,847 240,386 △ 183,539

3,153,276 3,375,426 △ 222,150

510,438 557,637 △ 47,199

470,796 340,432 130,364

37,120 42,945 △ 5,825

31,997,397 37,159,028 △ 5,161,631

283,975 277,611 6,364

1,876,733 1,968,709 △ 91,976

547,240 524,013 23,227

16,148,675 16,563,058 △ 414,383

4,144,182 5,941,897 △ 1,797,715

426,466 227,794 198,672

5,542 51,611 △ 46,069

3,356,290 714,505 2,641,785

3,187,014 3,962,524 △ 775,510

901,280 999,306 △ 98,026

1,120,000 5,928,000 △ 4,808,000

104,310,877 109,469,404 △ 5,158,527歳 入 合 計

特 別 区 税

配 当 割 交 付 金

一 般 財 源

特 別 区 交 付 金

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

株 式 譲 渡 所 得 交 付 金

特 別 区 債

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

財 産 収 入

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料

手 数 料

国 庫 支 出 金

表2　普通会計決算の歳入の状況

都 支 出 金

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

特 定 財 源

地 方 消 費 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金



 5

② 歳出の状況 ～ 義務的経費が増加 ～ 

 
○ 性質別に見ると、義務的経費は２０億円（３．８％）の増となりました。内訳

を見ると職員数の削減により人件費は７億円（２．７％）の減となったものの、

警察大学校等跡地整備に伴う公園・道路用地取得のために発行した特別区債の元

利償還が始まったことなどにより、公債費が１５億円（２４．３％）の増となり

ました。また、生活保護費や子ども医療費の増加により扶助費も１２億円（６．

２％）の増となっています。 
○ 資産形成のための投資的経費は学校再編や耐震工事、母子生活支援施設など子

ども家庭施設整備、都市施設用地取得を行いましたが、警察大学校等跡地整備関

連の経費の減により、前年度に比べ１１６億円（６２．９％）減少しました。 
○ その他の経費は３億円（０．８％）の減となりました。その主な要因は、投資

及び出資金が（株）まちづくり中野２１の株式取得などにより１４億円の増、ま

た中野区中小企業退職金共済会への補助により補助費等が６億円（１２．２％）

の増となりましたが、一方で積立金を６１億円としたことにより、前年度に比べ

２０億円（２４．３％）の減となったことや、特別会計への繰出金が２億円（２．

０％）の減となったことによるものです。 
 

（単位：千円）

 平成２０年度 平成１９年度 増減

54,059,184 52,085,031 1,974,153

25,924,251 26,654,689 △ 730,438

職 員 給 18,408,962 18,382,010 26,952

退 職 金 3,010,009 2,924,403 85,606

そ の 他 の 人 件 費 4,505,280 5,348,276 △ 842,996

20,456,194 19,253,326 1,202,868

7,678,739 6,177,016 1,501,723

6,813,624 18,377,435 △ 11,563,811

6,813,624 18,377,435 △ 11,563,811

35,537,169 35,819,924 △ 282,755

12,795,483 12,917,876 △ 122,393

748,922 772,590 △ 23,668

5,115,781 4,559,360 556,421

6,068,365 8,021,166 △ 1,952,801

1,387,000 3,000 1,384,000

187,626 122,823 64,803

9,233,992 9,423,109 △ 189,117

96,409,977 106,282,390 △ 9,872,413歳 出 合 計

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投 資 ・ 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

表3　普通会計決算の歳出の状況（性質別）

普 通 建 設 事 業 費

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費
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（２）企業会計的手法による分析 

 
  ○ バランスシートの資産合計は３，０３３億円と前年度に比べ９２億円増加し

ました。一方、負債合計は６６３億円と前年度に比べ６１億円の減となってい

ます。その結果、正味資産は１５３億円増加しました。 
    【表４ バランスシートの数値】Ｐ７参照 

○ 行政コスト計算書の行政コスト（投資的経費を除いた経常的経費）は８１９

億円、収入は９６３億円といずれも前年度増となっており、行政コストと財源

である収入の収支差額を示す一般財源等増減額は、１５３億円と前年に比べ２

４億円増加しました。 
   【表５ 行政コスト計算書の数値】Ｐ８参照 

  
 
 

バランスシート（ストック分析）  【バランスシート（対前年度比較）】Ｐ４８参照 

 

① 資産の状況 

 

○ 資産の合計は３，０３３億円と前年度に比べ９２億円増加しています。野方

駅整備４億円、区立学校再編に伴う施設整備８億円などにより、資産が６０億

円増加した一方で、上野原区域外スポーツ学習施設用地の売却による有形固定

資産１０億円の減や、減価償却費を５２億円計上した結果、有形固定資産は２

億円減少し、２，５１４億円になりました。 
○ 一方（株）まちづくり中野２１の株式取得や特定目的基金の積立などにより

投資等が１６５億円と前年度と比較して１９億円増加しました。 
○ 流動資産は、財政調整基金の積み増しや定額給付金給付事業に係る国庫補助

金の大部分が繰越明許となったことなどにより歳計現金が増えたため７５億円

増加しました。平成１２年度に４１億円であった流動資産は、財政調整基金・

減債基金への計画的な積立などにより３５４億円に増えています。 
○ 平成２０年度は、積極的な資産形成と基金積立が、減価償却費などの資産の

減少分を上回り、合計で９２億円資産が増加したことになります。 
    

② 負債の状況 

 

○ 負債合計は６６３億円と前年度に比べ６１億円減少しています。その主な要

因は特別区債の計画的な償還により、固定負債の地方債と流動負債の翌年度償

還予定額の合計である中野区の特別区債残高が減少したことによるものです。 
また職員数の減少により、退職手当引当金も前年度に比べ５億円減少してい

ます。 
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○  計画的な特別区債の償還、職員数の削減により、地方債残高、退職給与引当

金額は、減少してきています。平成１５年度に８３４億円あった負債は、６６

３億円になっています。 
 

③ 正味資産の状況 
 

○ 資産と負債の差額である正味資産は、前年度より１５３億円増加しました。

負債を将来世代が負担するもの、正味資産を現在までの世代が蓄積したものと

考えると、現在ある資産に対する現在までの世代が負担した率である正味資産

比率は７８．２％となっており、前年度に比べ２．８ポイント上昇しています。 
     

 
 
 
 

行政コスト計算書（フロー分析）  【行政コスト計算書（対前年度比較）】Ｐ５６参照 

 
① 行政コスト（経常的な経費）の状況 

 

○ 行政コストは、投資的経費を除いた経常的な経費で過去に支出した投資的経

費を平準化した経費（減価償却費）、将来支払う退職手当のうち当該年度の発

生した経費を含む１年間のトータルのコストです。フローの財政収支を分析す

るにあたっては、行政コストの内容や経年変化を分析する必要があります。 

○ 行政コストは、平成１３年度以降、７６０億円から８００億円の間で推移し

ていましたが、平成２０年度は、前年度比２．７％増の８１９億円になりまし

た。 

○ 行政コストは「人にかかるコスト」「物にかかるコスト」「移転支出的コス

ト」「その他のコスト」の４つに区分しています。 
 「人にかかるコスト」は、前年度と比較して０．１％減少しています。平成

１２年度に３１８億円であったものが２５３億円まで減少しています。 
○ 「物にかかるコスト」は、前年度と比較して９億円の増となっていますが、

これは上野原区域外スポーツ学習施設用地の売払いに伴い、売り払い価額と取

得価額との差額を売却損として費用計上したことによるものです。 

（単位：千円）

 平成２０年  平成１９年 増減

資 産 303,308,851 294,088,204 9,220,647

負 債 66,252,839 72,360,437 △ 6,107,598

正 味 資 産 237,056,012 221,727,767 15,328,245

表4　バランスシートの数値
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○ 「移転支出的コスト」は、生活保護費や子ども医療費助成といった扶助費の

増、中野区退職金共済会への補助費等の増により前年度と比較して１６億円増

加しました。「移転支出的コスト」は、平成１２年度の２８０億円から、３５

６億円まで拡大してきています。 
○ 「その他のコスト」は特別区債残高が減ってきていることに伴う特別区債の

利払いや不能欠損額の減により２億円減少しました。 
 
 

② 収入の状況 

 

○ 一般財源収入は、前年度とほぼ同額でしたが、定額給付金給事業に係る国庫

支出金が増加した影響で、収入全体では前年度から４８億円増加しました。 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：千円）

 平成２０年  平成１９年 増減

81,876,593 79,706,285 2,170,308

人 に か か る コ ス ト 25,394,921 25,411,557 △ 16,636

物 に か か る コ ス ト 19,647,168 18,796,227 850,941

移 転 支 出 的 な コ ス ト 35,574,036 34,006,692 1,567,344

そ の 他 の コ ス ト 1,260,468 1,491,809 △ 231,341

96,311,997 91,525,648 4,786,349

使 用 料 ・ 手 数 料 等 3,843,196 4,137,919 △ 294,723

国 庫 （ 都 ） 支 出 金 19,487,769 14,481,922 5,005,847

一 般 財 源 72,981,032 72,905,807 75,225

870,329 1,080,562 △ 210,233

15,305,733 12,899,925 2,405,808

行 政 コ ス ト

収 入

正味資産国庫（都）支出金償却額

一 般 財 源 等 増 減 額

表5 行政コスト計算書の数値



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳入歳出決算にみる中野区の財政  
 

 
 

    

 第２部 

普通会計による分析 

普通会計は、総務省の定める基準による統計上の

会計方式です。普通会計の決算統計により、経年

変化の分析や、他の自治体との比較などを行うこ

とができます。 
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（１）歳入歳出決算額・実質収支の推移 

 

 

 

 

 

 

平成２０年度の決算額は、歳入では特別区税が増となったほか、積立基金からの繰

入金も増加しましたが、平成１９年度の警察大学校等跡地用地取得に伴う国庫支出金、

都支出金、特別区債発行等の減少により前年度に比べ５２億円、４．７％の減となり

ました。 

また、歳出も９９億円、９．３％の減となりました。この主な要因は平成１９年度

の警察大学校跡地用地取得に伴う投資的経費の減少によるものです。 

 実質収支は２５億円となりましたが、前年度に比べ６億円の減となりました。 

 

 

 

887 864
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0.2
3

39

10 9

29

42
39

31

25

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90
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1,200
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億円億円

図1 歳入歳出決算額・実質収支の推移

歳入 歳出 実質収支

１ 財政規模 

平成２０年度の決算額は、前年度に比べ歳入歳出とも減少しました。この主

な要因は、平成１９年度の警察大学校等跡地整備に伴う公園・道路用地

取得にかかる経費が減となったためです。 

（歳入・歳出） （実質収支）

実質収支＝（歳入決算額―歳出決算額）― 翌年度へ繰り越すべき財源 

実質収支比率＝実質収支／標準財政規模 
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（１）歳入決算額の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一
般
財
源 

２ 歳入の状況 

276 274 272 272 267 267 268 290 310 316
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332
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図3 歳入決算額の推移

特別区税

特別区交付金

繰越金

その他一般財源

国庫支出金

都支出金

特別区債

その他特定財源

平成２０年度歳入は、平成１９年度に実施した警察大学校等跡地整備に伴

う公園・道路用地取得にかかる国や都の支出金、特別区債の減少などに

より、前年度比で４．７％の減となっています。 

 

特別区税

316億円

30%

特別区

交付金

353億円

34%

繰越金

31億円

3%

その他

一般財源

71億円

7%

国庫

支出金

162億円

16%

都支出金

41億円

4%

特別区債

11億円

1%

その他

特定財源

58億円

5%

図2 平成２０年度歳入構成比率

特
定
財
源 

 

平成２０年度の歳入総額は１，０４３億円

で、前年度と比べ５２億円の減となりました。 

一般財源は、７７１億円と、特別区税、地方

特例交付金や財政調整交付金が増となりました

が、それ以外の交付金がすべて減となったため

合計では前年比０．４％、３億円の増にとどま

りました。 

 特定財源は、２７２億円で、前年度に比べて

１６.８％、５５億円の大幅な減となっていま

す。これは、主に昨年度の警察大学校等跡地用

地取得による国庫支出金や都支出金、特別区債

発行額の減少によるものです。 

 特別区税と特別区交付金の合計金額は６６９

億円となり歳入全体の６４％を占めています。 
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（２）区税の状況 

 

 ① 特別区税の状況 

 

 

 

特別区税は、特別区民税、軽自動車税、特別区たばこ税の３つの税で構成されて

おり、その９割以上を特別区民税が占めています。 

平成１６年度以降増加が続いている特別区民税ですが、２０年度後半からの景気

の低迷や定年退職者の増加などのマイナス要因も見込まれるため、２１年度以降は

収入が減少することも予想されます。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■個人住民税所得割税率のフラット化…平成 19年に国(所得税)から地方(住民税)へ税源移譲が行われ、個人住民税

所得割(区民税・都民税)の税率が一律 10％に変わりました（変更前は 5％、10％、13％）。 

■定率減税…平成 11年に個人住民税の税額の 15％相当（４万円を限度）が景気対策のため恒久的減税として導入さ

れました。平成１８年分は税額の 7.5％相当（2万円を限度）に縮小され、平成 19年以降は廃止されました。 

 

 

 

 

 

4,139 4,118 4,125 4,112

4,048
4,003
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図5 納税者一人あたり所得額の推移

中野区 
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図4 特別区税の推移 特別区たばこ税

軽自動車税

特別区民税
定 率 減 税 実 施

フラット化

 

平成２０年度特別区税収入は、前年度に比べ６億円増加し、３１６億円となりました。

主な要因は、納税義務者の増加によるものです。 

２３区平均 



 14 

 
② 特別区民税徴収率の推移 

 

 

 

徴収率は、課税した額に対して、実際に収入された割合を示すものです。負担の

公平性を確保するため、徴収率は高くしなければなりません。 

中野区の特別区民税徴収率（現年課税分）は、平成１０年度を底に上昇し、平成

１３年度以降は９７％以上で推移してきましたが、平成１９年度は９７％を割り込

み、平成２０年度はさらに９６．１％に下がりました。平成２０年度策定した「区

債権収納率向上対策」に基づき、徴収率の向上と歳入確保に向けた取り組みを強化

し、区税収入の確保に努めていきます。 
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図6 納税義務者数の推移
千人 老年者非課税措置廃止
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図7 区民税徴収率（現年課税分）の推移

23区平均 

中野区 

％ 

年度 

平成２０年度の区民税現年課税分の徴収率は、平成１９年度からさらに下がり９６．１％

となりました。的確な対応策による徴収率の向上が急務です。 
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（３）特別区交付金（都区財政調整交付金）の推移 

 

 

 

 

 

 

特別区交付金は、本来、市町村税である市町村民税法人分、固定資産税、特別土地

保有税の、いわゆる調整三税のうち、一定の割合を特別区と東京都の仕事の分担によ

って配分するもので、現在は特別区５５：都４５の割合となっており、各区の行政水

準の均衡を図るよう配分されています。 

調整三税等（市町村民税法人分、固定資産税、特別土地保有税など）は、平成１５

年度以降景気回復に伴い市町村民税法人分が伸びたため毎年順調に増加し、平成１９

年度は過去最大規模となりました。しかし、平成２０年度は年度後半からの急激な景

気低迷により３６９億円の減少となりました。 

景気が回復するまで市町村民税法人分の増収は見込めないため、今後も事業改善に

取り組み、効率的な行政運営をさらに進めていく必要があります。 
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図8 調整三税等と特別区交付金(中野区分)の推移

特別区交付金 調整三税等
（特別区交付金）

特別区交付金（都区財政調整交付金）は、景気に敏感に反応する要素が

あります。安定した財政運営を確立するためには、減少に転じた場合に

備えて財政体力の強化に努める必要があります。 

(調整三税)

未) 

税) 

 

 

調整三税の特別区と都の配分割合 

平成１１年度まで 区４４％：都５６％ 

平成１２年度から 清掃事業の移管などにより区５２％：都４８％ 

平成１９年度から 三位一体改革の影響額等を反映し区５５％：都４５％ 
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（４）一般財源の推移 

 

 

 

 

 

一般財源は、特別区税と特別区交付金が大半を占めており、景気の動向を反映して

推移し、特別区交付金と同様の傾向を示しています。平成２０年度は、前年度とほぼ

同額で特別区民税、特例交付金、財政調整交付金が増加したものの、それ以外の交付

金がすべて減少となっています。 

安定した財政運営を行うためには、一般財源の減少に対応するための財源として、

財政調整基金（年度間の財政調整を行うための基金）を積み立てておくことなどが必

要となります。  
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図9 一般財源の推移
（減税補てん債を含む、繰越金及び財調基金繰入金を除く）

一般財源は、景気動向を反映して増減を繰り返しています。安定した財

政運営を行うためには、年度間の財政調整を行うための財源を基金に積

み立てておく必要があります。 
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（１）歳出決算額の状況 

 

 ① 歳出決算額の推移（性質別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 

 

３ 歳出の状況 

298 314 298 292 284 270 260 264 266 259

158 133 134 139 153 171 180 186 193 205

90 84 83 78 65 54 96 63 62 77

52 46 57 103 91
38

58
47

184
68

143
129 125

124 128

125

125
123

129

128

146
155 191

182
158

174

195 233

229

227

887
861

888
918

879
832

914 917

1,063

964

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

億円

年度

図11 歳出決算額の推移（性質別）

その他

物件費

投資的経費

公債費

扶助費

人件費

物件費：備品購入費・委託料・使用及び賃借料・需用費・職員旅費などの経費 

扶助費：生活保護費・児童扶養手当など法令により、また区独自の施策として支給する現金・物品・サービスの経費 

人件費

259億円

27%

扶助費

205億円

21%公債費

77億円

8%

投資的

経費

68億円

7%

物件費

128億円

13%

その他

227億円

24%

図10 平成２０年度性質別歳出構成比率

義
務
的
経
費 

そ
の
他
経
費 

性質別の歳出決算額をみると、人件費は昨年度に比べ減少しました。一方で扶助

費は増加傾向が続いています。投資的経費は、年によって大きく変動しています。 

人件費は職員数の減により減少しています。 

扶助費は生活保護費及び児童福祉費の増により

年々増加傾向にあり、歳出に占める義務的経費(人

件費、扶助費、公債費)の割合は、５６％と高い比

率を占めています。 

投資的経費は前年の警察大学校等跡地整備に伴

う道路・公園用地取得経費の影響により１１６億

円の減となっています。「その他」の経費では、

財政調整基金や義務教育施設整備基金への積立金

が３６億円減少し、減債基金積立金は１４億円増

加しています。また、（株）まちづくり中野２１

の株式取得等のため１４億円出資しました。 
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② 歳出決算額の推移（目的別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総務費：庁舎管理、広報、情報システムなどの経費／民生費：高齢者・障害者・児童の福祉サービス、生活保護などの

経費／衛生費：区民の健康保持などの保健衛生やごみ処理など清掃の経費／土木費：道路・橋梁・公園・住宅などの経

費／教育費：学校教育や生涯学習などの経費／その他：議会、労働、農林水産、商工、消防、公債費などの経費 

まちづくりに関する経費である土木費は大幅に減少。総務費・民生費・公債費は

増加しています。 

総務費

171億円

18%

民生費

432億円

44%

衛生費

83億円

9%

土木費

67億円

7%

教育費

112億円

12%

その他

99億円

10%

図12 平成２０年度目的別歳出構成比率
土木費が大きく減少したのは、平成１９年度

に警察大学校等跡地整備の土地購入(１３２億

円)があったためです。費用ごとの主な増減とし

ては、総務費では（株）まちづくり中野２１の

株式取得等のための出資金等により１１億円増

え、民生費では生活保護費、後期高齢医療特別

会計繰出金、子ども医療費助成、定額給付金な

どにより１６億円の増となっています。公債費

も特別区債の償還が１５億円増加しています。 

教育費では学校再編のための改修工事や義務

教育施設整備基金積立金、人件費などが合わせ

て１９億円減少したものの、区立学校施設整

備・維持費５億円が増加したことにより、教育

費全体では１５億円減少となりました。 

構成比率を見ると民生費が全体の４４％と大

きな比率を占めています。 
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図13 歳出決算額の推移（目的別）
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（２）義務的経費の状況 

 

 

 

 

 

義務的経費は、人件費、生活保護費や各種福祉手当等の扶助費、特別区債の償

還金である公債費です。内訳を見ると人件費の比率は縮小傾向にあるものの、扶

助費の比率が伸びています。平成２０年度の義務的経費は、前年度と比較して１

９億円、３．８％の増となりました。 

歳出総額に占める義務的経費の割合は、歳出規模が縮小したこともありますが、

５６．１％で前年度と比較して７．１ポイント伸びています。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

298
314

298 292 284 270 260 264 267 259

158 133
134 139 153 171 180 186 193 205

90
91

89 85 65 54

96 63
62

77

546
538

521 516
502 495

536

513
522

541

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

550

600

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

億円

年度

図14 義務的経費の推移 公債費

扶助費

人件費

介護保険導入 

義務的経費における人件費の比率は、縮小傾向にありますが、扶助費の

比率は伸びています。 
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① 人件費の推移 

 

 

 

 

東京都から清掃事業が移管された平成１２年度のピーク時と比べ職員数は年々減少

し続けています。平成１８年度、平成１９年度は、団塊の世代の退職に伴う退職手当

の増により一時的に人件費総額は増加しました。平成２０年度も退職金は前年度比で

増となったものの、職員数及び共済組合負担金の減により、人件費総額は前年度と比

較して８億円の減となりました。 
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図15 人件費と職員数の推移 （職員数）
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図16 退職手当の推計
退職金

人数億円(退職金額) 人（退職者数)

退職金

18・19・20年度は

決算値

人件費はピーク時の平成１２年度の３１４億円と比較し、平成２０年度は２５９億円となっ

ています。 
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②  扶助費の推移 

 

 

 

 

扶助費は、生活保護費、児童扶養手当等、法令により社会保障の一環として、また

区独自の施策として住民福祉の増進を図るために支給する現金・物品やサービスの経

費で、少子高齢化が進むにつれて年々増加しています。 

平成２０年度は、生活保護費は、受給世帯数が増えたことにより３億円の増となり

ました。児童福祉費は、子ども医療費助成の平年度化、児童手当給付、保育委託事業

の増加により５億円の増となったほか、自立支援関連経費の増により障害者福祉に関

する経費等も伸びたことにより、扶助費は合計で前年度と比較して１２億円、６．

２％伸びました。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

※児童福祉費…児童手当、児童扶養手当、保育委託経費など 
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図17 扶助費の推移

その他

児童福祉費

生活保護費

介護保険導入

子ども医療費助成

平年度化 

児童福祉費、生活保護費は年々増加しています。平成２０年度は、生活保護費は３億

円の増となり、児童福祉費は５億円の増となりました。 
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③  公債費の推移 

 
 
 

平成２０年度の公債費は、用地先行取得債の繰り上げ償還や警察大学校等跡地整備

に伴う道路・公園用地取得のために発行した特別区債の償還が始まったため、前年度

比２４．３％増の７７億円となりました。 

 また、公債費比率は、一般財源をどのくらい公債費（特別区債の返済）に充ててい

るかを測る指標ですが、平成２０年度は８．６％となりました。 

 公園整備や公共施設建設事業などの財源を補てんする特別区債には、世代間の負

担の公平化を図るという側面もありますが、公債費比率が上昇すると、一般財源を圧

迫し、投資的事業や区の独自サービスを行う財源を圧迫することにもつながります。 

今後も、中長期的な財政見通しの中で計画的に特別区債を活用していきます。 
 
※公債費比率＝（公債費充当一般財源－繰上償還額充当一般財源）／標準財政規模×１００（％） 
 

 

 

7.4 

8.4 
7.8 

9.1 

11.9 
12.3 

14.3 

15.5 

12.8 
12.1 

11.4 

8.8 

7.5 7.4 

8.3 8.0 
8.6 

5.4 5.7 
6.1 

6.7 

8.1 

9.3 

10.5 

11.6 

10.2 9.9 
9.5 

8.5 

8.6 
7.7 

6.8 
6.4 

5.5 
4 

6 

8 

10 

12 

14 

16 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

%

年度

図18 公債費比率の推移（区と23区平均）
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図19 公債費の推移
億円

年度

中野区の公債費比率は平成１１年度の１５．５％をピークに減少し、平成１５年度から

は、１０％以下を維持しています。 
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（３）投資的経費の状況 

 
 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【土地地開発公社の用地取得の状況 P３１を参照】 
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図21 用地取得費の推移

環境リサイクルプラザ用地 17億円

東中野地域センター等用地（未） 20億円

城山ふれあいの家用地 18億円

上野原区域外スポーツ学習施設（売却）11億円

小淀ホーム（特別養護老人ホーム）用地 13億円

かみさぎこぶし園用地 12億円

南部区民ホール等用地（未） 42億円

防災センター・区民斎場用地（未） 23億円

上鷺５丁目用地（乳児院貸付） 22億円 など
警察大学校跡地

道路・公園用地 132億円

福祉関連

施設用地

12億円

江古田の森保健

福祉施設用地

41億円

江古田の森公園用地 50億円
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図20 投資的経費の推移

単独事業費

補助事業費

投資的経費/歳出総額比率

警察大学校等跡地用地を取得した平成 19 年度と比較すると大幅に減少

していますが、母子生活支援施設や保育施設などの子ども家庭関連施

設の整備経費が増えています。また、野方駅北口、白鷺生活道路、本一

高齢者会館用地などを取得しました。 

億円 

年度 

※（未）は、未整備用地 
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（４）その他の経費（物件費、繰出金）の状況 

 

① 物件費の推移 

 

 

 

 

物件費とは賃金・需用費・役務費・委託料・備品購入費・使用料及び賃借料・職員

旅費などの経費のことをいいます。民間活力の導入などにより、人件費が減少する一

方で委託料は増加傾向にありましたが、需用費やその他経費の減により、全体として

は、平成１２年度以降１２０億円台で推移しています。 
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図22 物件費の推移

使用料及び

賃借料、

職員旅費等

備品購入費

委託料

役務費

賃金

需用費

介護保険導入 

清掃事業移管 

賃金：臨時職員の賃金など／需用費：光熱水費、消耗品費など／役務費：電信料、郵便料など 

物件費の総額は、平成１２年度以降、大きな変動はありませんが、委託料は介護

保険制度の導入後の９年間で１２億円増加しています。 
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② 繰出金の推移 

 

 

 

 

 

繰出金は、各特別会計に対する法定負担額や保険料の未収分などによる財源不足分、

区が事業者として実施した介護サービス事業の財源不足分の支出です。 

平成２０年度は老人保健医療制度に変わって、新たに後期高齢者医療制度が導入さ

れたため、老人保健医療特別会計への繰出金は皆減、後期高齢者特別会計への繰出金

は２３億円（皆増）となりました。 

国民健康保険事業特別会計への繰出金は、被保険者の高齢化などによる医療給付費

の伸びや、保険料収納率の低下により毎年増加する傾向にありましたが、平成２０年

度は医療給付割合の変更や、後期高齢者医療事業の開始による保険基盤安定負担費用

の減などにより減少しています。 

しかし、国民健康保険事業特別会計への繰出金のうち保険基盤安定負担費用等の法

定負担分を除いた繰出金は、平成２０年度は２９億円になっています。法定負担分を

除いた繰出金には、高額療養費等、区の事業として財源負担するものも含まれますが、

平成２０年度の保険料の未収分としては、１１億円を繰り出しており、保険料の収納

率向上に向けた取り組みを強化し、特別会計内の財政健全性を高める必要があります。 
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図23 繰出金の推移 公営企業会計（介護サービス）

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

老人保健医療特別会計

国民健康保険事業特別会計

介護保険導入

(26)
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（  ）内は、法定負担分を除いた繰出金 

平成２０年度は、前年度比で２億円の減となりましたが、介護保険制度の導入後の

９年間で１３億円増加しています。中でも国民健康保険事業特別会計は保険料の

収納率が低下しており、収納率向上に向けた取り組み強化が課題となっています。
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（１）特別区債の発行額と残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 ① 特別区債（借金）の発行額の推移 

 

 中野区では、平成４年度に長期計画を策定し、平成８年度まで多くの特別区債の発

行を行ってきましたが、平成９年度から、財政状況の悪化により、大規模な施設整備

等を抑制したことから、特別区債の発行額は減少しました。その後の平成１３年度か

ら１７年度にかけては、中野区土地開発公社の用地の買取りや減税などの税制改正に

よる住民税の減収を補うための減収・減税補てん債といった財政的に必要最低限の起

債を行ってきました。 
平成２０年度については、母子生活支援施設等に伴う用地取得のため、特別区債１

１億２，０００万円を発行しました。 

 

 

 ② 特別区債残高の推移 

 
 中野区では、平成９年度から平成１８年度まで、特別区債の発行を抑制し、計画的

な区債償還を行ってきたことから、特別区債の残高は減少してきました。 
平成１９年度は、警察大学校等跡地整備に伴う道路・公園用地取得のための５９億

円の区債を発行しましたが、計画的に区債を償還（公債費：７７億円）しているため、

平成２０年度末の区債残高は、４１１億円であり前年度比５５億円減となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 特別区債（借金）と基金（貯金）の状況 

大規模な施設整備を控えるとともに、後年度の負担を考えて、特別区債

の発行額を抑制してきました。また、計画的に償還し、区債残高を一定水

準に抑制しています。 
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※ 銀行等引受債の満期一括償還の財源に充てるため定時償還相当額として減債基金に積み立てた額は公

債費に含み、区債残高から除いています。 
※ 平成１２年度から１４年度の区債残高には、公営企業会計（介護サービス事業）分を含みます。 
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図26 特別区債残高および公債費の推移
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（２）基金残高の推移 

 

 

 

 

 

 中野区には、将来の特別区債の償還にそなえた減債基金や年度間の財政調整のため

の財政調整基金など、平成２０年度末で１１の基金（貯金）があります。平成３年度

には、基金残高が２９０億円ありましたが、財源不足を補うために毎年多くの金額を

基金から取り崩したため平成１２年度末には４６億円にまで減少しました。   

そこで、財政調整基金は平成１４年度、減債基金は平成１５年度から、計画的に積

み立てを始めました。また、特定目的事業に充当する基金として、義務教育施設整備

基金は平成１７年度、まちづくり整備基金、道路・公園整備基金、区民公益活動推進

基金は平成１８年度より、計画的に積み立てを始めました。 

 この結果、平成２０年度末の基金残高は３７１億円になりました。今後も、将来の 

需要に対応できるように計画的に積み立てることが必要です。 

 

 
※ 銀行等引受債の満期一括償還の財源に充てるため定時償還相当額として減債基金に積み立てた          

     額は、減債基金残高から除いています。介護保険関係基金は含まれていません。 
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図27 基金残高の推移

その他特定目的基金

減債基金

財調基金

億円

注：介護保険関係基金は含んでいません。

平成１２年度には、４６億円まで減少した基金残高が、平成２０年度末に

は３７１億円までに増えましたが、今後の学校の改築などの財政需要を

考えると、より一層計画的な積み立てが必要となります。 
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土地開発公社の借入金 

 

 土地開発公社は、区が事業に必要な土地を先行取得するために設立した外郭団体

で、金融機関からの借入金により土地を取得します。公社が購入した土地は原則と

して５年以内に区が買い取ることとなっており、公社の債務は実質的に区の債務で

す。【連結バランスシート】Ｐ６５参照 

 区は、財政状況の悪化から買い取りを行わなかった土地が平成１２年度末には、

２５，１４７㎡、金融機関からの借入残高が１７５億円ありました。そのため、国

に対し、第１次土地開発公社健全化計画を提出し、特別に起債許可を得て、土地開

発公社の土地を買い取ることとし平成１９年度末には土地保有面積１３，３０６㎡、

金融機関からの借入残高は１１３億円まで減少しました。平成２０年度は、本町五

丁目地区都市基盤整備事業用地等の購入により土地保有面積２４，４４７㎡、金融

機関からの借入残高は２４４億円となりました。 

 区は、第２次土地開発公社経営健全化計画（平成１８年度～２２年度）に基づき、

起債により計画的に公社の土地を買い取っていくこととしています。 
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積立基金残高及び運用利子の推移 

 

中野区では、積立基金の運用については、「中野区公的資金の管理・運用に関する

方針及び基準」に基づき、元本が確実に確保できる短期及び中期間の定期預金・債券

（国債・地方債等）に限定し、運用対象金融機関の業績及び格付け等を確認しながら、

計画的に運用しています。平成１９年度には運用利子が１億円を超えました。 
平成２０年度は世界経済の悪化により金利が低下したものの、運用期間や償還時期

の分散化によりその影響を抑えることができました。また、資金需要を細かく精査す

ることで運用可能額を的確に把握し、より安定的・効果的な資金運用を目指した結果、

運用利子額は２億３千万円と前年度に比べ７千万円の増となっています。 

 

 
※積立基金残高は各年度３月末の実金額であり、出納整理期間

中の増減などを含む普通会計上の基金残高とは異なります。 
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（１）実質収支比率の推移 

 

 

 

 

 

 歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額が、形式収支です。実質収支は、形式収

支から翌年度に繰り越すべき財源を控除した決算収支であり、その自治体の当該年度

の黒字または赤字の額を示しています。実質収支比率は、標準財政規模に対する実質

収支額の割合です。 

 実質収支比率は、平成１８年度から実質収支の減少と標準財政規模の増加により減

少していますが、適正水準内となっています。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
実質収支比率…実質収支額／標準財政規模×１００（％） 

標準財政規模…特別区税や特別区交付金、地方譲与税など、一般財源ベースでの地方自治体の標準的な財政規模 

 

 

５ 財政指標にみる健全性・弾力性 
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図31 実質収支と実質収支比率
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実質収支比率（23区平均）

実質収支比率（中野区）

（実質収支比率）（実質収支）億円

平成２０年度の決算は、実質収支が２５億円となりました。これは、２５億円

の黒字経営であったことを示しています。実質収支比率は３．２％でした。 
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（４）健全化判断比率（地方公共団体の財政の健全化に関する法律） 

 

 平成２１年４月に、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が施行されま

した。この法律は「早期健全化」と「財政再生」の２段階で自治体の財政悪化をチ

ェックするしくみを定めており、以下の４つの指標値を監査委員の審査に付し、議

会に報告したうえで、公表することが義務付けられています。 

 

・実質赤字比率 ：一般会計等の実質赤字が標準財政規模に占める割合 

・連結実質赤字比率：全会計の実質赤字が標準財政規模に占める割合 

・実質公債費比率：一般会計等が負担する公債費が標準財政規模に占める割合 

・将来負担比率 ：一般会計等が将来負担すべき債務が標準財政規模に占める割合 

 

※一般会計等 ：中野区では一般会計と用地特別会計により構成されています。 

 標準財政規模：一般財源（特別区税、都区財政調整交付金、地方譲与税等）ベースで

の地方自治体の標準的な規模を示すもの。臨時財政対策債発行可能額

を含む。平成２０年度の中野区の標準財政規模：78,000,691 千円 

                  

この指標のうち１つでも早期健全化基準を超えると、早期健全化団体として財政

健全化計画の策定が義務付けられて改善努力を促されることになります。将来負担

比率を除く３指標がさらに悪化し１つでも財政再生基準を超えると財政再生団体と

なり、財政再生計画を策定するとともに、起債が制限されるなど国の関与が強めら

れることになります。 

次の表は中野区の算出結果と２つの基準数値を示したものです。いずれの数値と

も前年度と同様に政令で定める早期健全化基準を下回っており、区の財政状況は健

全段階にあります。 

（単位：％） 

指標 実質赤字比率 
連結実質赤字 

比率 
実質公債費比率 将来負担比率 

年度 20 年度 19 年度 20 年度 19 年度 20 年度 19 年度 20 年度 19 年度

中野区 － － － － 3.7 5.1 － － 

早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 350.0 

財政再生基準 20.00 40.00 35.0  

 

 ① 実質赤字比率 

 

実質赤字比率は、一般会計等を対象にとした実質赤字の標準財政規模に対する比

率を示したもので、次の算式により算出します。 
 

●実質赤字比率 ＝
一般会計等の実質赤字額 

 
標準財政規模 

実質赤字額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額） 

表 6 健全化判断比率 前年度比較 
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実質赤字額は、歳入不足が発生した（または実質的に発生する）ため、翌年度歳入

を繰上げて充用した額と支払いや事業の実施を翌年度に繰り越した額の合計をいいま

す。実質赤字比率の発生（実質収支の赤字）は、その年度の収入でその年度の支出を

賄えなかったことになります。中野区の平成２０年度の実質収支（黒字額）は、一般

会計が２５.３億円、用地特別会計が０円の計２５.３億円でした。実質赤字比率は、△

３．２４％であり、マイナス値であるため「－」と表示します。 
 

② 連結実質赤字比率 

   

連結実質赤字比率は、その自治体の全会計を対象とした実質赤字を対象とした実

質赤字の標準財政規模に対する比率を示したもので、次の算式により算出します。 
 

●連結実質赤字比率 ＝
連結実質赤字額 

 
標準財政規模 

 
連結実質赤字比率は、公営事業会計を含む全会計を対象としています。中野区で

は一般会計、用地特別会計のほか、国民健康保険事業特別会計、介護保険特別会計、

後期高齢者医療特別会計、老人保健医療特別会計の各特別会計が対象です。 
中野区の３つの特別会計の平成２０年度実質収支はいずれも黒字であり、合計５．

９億円です。これに一般会計等の２５.３億円を加えた３１.２億円が連結実質収支と

なり、連結実質赤字比率は、△４.００％です。マイナス値であるため「－」と表示

します。 

 

③ 実質公債費比率 

 

 実質公債費比率は、一般会計等が負担する公債費の標準財政規模に占める割合で、

次の算定式により算出します。 

 

 

●実質公債費比率 ＝ 

 

        Ａ ＝ 地方債の元利償還金（繰上償還等を除く） 

        Ｂ ＝ 地方債の元利償還金に準ずるもの 

        Ｃ ＝ 元利償還金等に充てられる特定財源 

        Ｄ ＝ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

        Ｅ ＝ 標準財政規模 

 
実質公債費比率は、平成１８年度からの地方債が許可制度から協議制度に移行し

たことにより新たに導入された指標です。この数値が１８％以上になると公債費負

担適正化計画を策定することを条件に地方債の発行が許可されることになります。 

（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ） 

   Ｅ － Ｄ 
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「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の施行により、実質公債費比率は

健全化比率の１つになりました。平成２０年度決算の中野区の実質公債費比率は 

３．７％であり、早期健全化基準を下回っており、この指標においては健全段階に

あるといえます。 

 

④ 将来負担比率 

 

  将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき債務の標準財政規模に占める割合

をいい、次の算定式により算出します。 

 

                  Ａ － Ｂ 

●将来負担比率＝ 

Ｃ － Ｄ  

Ａ ＝ 将来負担額 

Ｂ ＝ 充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る 

基準財政需要額算入見込額 

Ｃ ＝ 標準財政規模 

Ｄ ＝ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

  

将来負担額は、地方債現在高のほか、土地開発公社から引き取る用地の取得費な

どの債務負担行為に基づく支出予定額、東京二十三区清掃一部事務組合などの地方

債残高などに対する負担見込額、職員の退職手当の負担見込額などを算入していま

す。債務に充当することが可能な基金などは将来負担額から差し引いたうえで、将

来負担比率を算出します。 

  中野区の平成２０年度決算では、将来負担額よりも充当可能基金額と地方債現在

高等に係る基準財政需要額算入見込額の合計額のほうが大きいため、将来負担比率

は△２７．２％でした。マイナス値であるため、「－」と表示します。早期健全化

基準を下回っており、この数値からは健全段階となっています。 

 



人 K㎡ 人 人 人

人 K㎡ 人 人 人

 千円 千円 ％ 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

％ ％

( %) ( %)

％ ％

％ ％

( %) ( %)

千円 千円

千円 千円

％ ％ ％ ％

〔 %〕 〔 %〕 〔 %〕 〔 %〕

％ ％ ％ ％

〔 %〕 〔 %〕 〔 %〕 〔 %〕

千円 千円 千円 千円
人 円 人 人 円

2,350

う ち
技能労務
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0

2,372

2,496

　（注１）「実質収支比率」の分母は、臨時財政対策債発行可能額を含む。（　）書きは、臨時財政対策債発行可能額を分母から除いた数値である。
　（注２）「公債費比率」の分母は、臨時財政対策債発行可能額を含む。
　（注３）「経常収支比率」の分母は、19年度・20年度ともに経常一般財源等歳入合計、減収補てん債特例分及び臨時財政対策債の合計である。

（　）書きは、減収補てん債特例分及び臨時財政対策債を分母から除いた数値である。
　（注４）「実質公債費比率」は、平成19年度決算から、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき算定する。

公 債 費 比 率

33,348,572

66,247,00667,498,701

財 政 力 指 数

71,690,73078,000,691

基準財政需要額

臨時財政対策債
発 行 可 能 額

4.4

21.4.1

国 調 人 口 人 口面 積

310,627

309,526

312,439

311,87815.59

17年　　　　　　　　

12年　　　　　　　　

Ｃ

 (F)+(G)+(H)-(I) 

3,153,449

△ 594,670

2,532,356Ｅ

積 立 金

実 質 収 支
（ Ｃ ） － （ Ｄ ）

歳 入 総 額

歳 出 総 額

（ Ａ ） － （ Ｂ ）

0.0

Ｄ

5,388,318

越 す べ き 財 源

歳 入 歳 出 差 引 額

翌 年 度 に 繰 り

平 成 19 年 度平 成 20 年 度

合 計

千円

その他特定目的
基 金

41,117,952 46,696,220

32,076,431

財政調整基金

―

124

43

22

0

区 分

0

21.4.1

職 員 数 等 の 状 況

一 人 当 り 平 均

0

958,779

連 結 実 質 赤 字 比 率
―

16.25

―

11.25

20,273,694

3,096,370

3,843,887

1,520,972

773,455

00

18,720,245

3,153,449

増 減 率

人 口 集 中 地 区 人 口

19,925

経 常 収 支 比 率

310,627

309,526

人 口 密 度

平 成 19 年 度

8.6

20.4.1

389,5511

区 分

基準財政収入額

標 準 財 政 規 模

353,810

346,074

373,022

47

3

44

0

354,231

37,140,081

6,068,365

減 債 基 金

12,582,300

1,393,944

3,327,199

0

34,398,915

953,744

0

1,600,000

360,218

349,438

13,022,500
20年度末
現在高

取
崩
額

20
年
度

調
整
額

19

合 計

その他の会計

小 計

教育公務員

臨 時 職 員

2,404

124

繰 上 償 還 金

一 般 職 員

実 質 単 年 度 収 支

普
 
　
通
 
　
会
 
　
計

2,280

445

Ｊ

区 分

0

Ｉ

給 料 月 額

平 成 20 年 度

実 質 赤 字 比 率

職 員 数

区 分

2,261

Ａ

Ｂ 96,409,977

8,849.4

△ 19.0

325,170

354,073

1,600,000

0

職 員 数

Ｆ

Ｇ

積 立 金 取 崩 し 額

実 質 収 支 比 率

0

区 分

単 年 度 収 支

△ 9.3

147.9

△ 4.7

平 成 20 年 度

Ｈ

債務負担行為額

237.0

△ 41.5

4,101,743

474,825 地 方 債 現 在 高

△ 811,750

15.59

3,127,026

59,9885,368,544

3,187,0147,900,900

106,282,390

104,310,877

19,854

109,469,404

新規採用

25.0 25.0

一人当り平均
職 員 数

20.4.1

給 料 月 額

  平  成  20  年  度  決  算  に  基  づ  く  健  全  化  判  断  比  率　 　
　※〔　〕書きは、早期健全化基準 

―

平 成 19 年 度 区 分 平 成 20 年 度 平 成 19 年 度

3.7 5.1

350.0

―

350.0
将 来 負 担 比 率

積
立
額

11.25

16.25

実 質 公 債 費 比 率

19年度末
現在高

359,944

3.5

0.49

4.1

積
　
　
立
　
　
金
　
　
の
　
　
状
　
　
況

333,156

359,683

―

29,986,152

81.2

81.2

0.49

資　料
（中野区）

15,018,857

79.9

79.9

8.0

4,846,883 5,174,692

3.2



　　　　　　　　 区　名

決 算 額 構 成 比 増 減 率 構 成 比 一 般 財 源 等
経常収
支比率

千円 ％ ％ ％ 千円 ％

31,562,499 30.3 1.8 26.9 24,438,613 33.0

513,767 0.5 △ 3.9 19.1 17,069,849 22.7

563,629 0.5 △ 20.4 3.1 3,010,009 4.2

164,270 0.2 △ 53.0 21.2 7,736,122 10.7

56,847 0.1 △ 76.4 8.0 7,678,739 9.4

3,153,276 3.0 △ 6.6 8.0 7,678,739 9.4

0 0.0 0.0 0.0 0 0.0

510,438 0.5 △ 8.5 56.1 39,853,474 53.0

470,796 0.5 38.3 13.3 11,314,728 15.3

35,280,838 33.8 0.3 0.8 657,535 0.9

普通交付金 34,150,129 32.7 △ 0.1 5.3 4,577,258 4.8

特別交付金 1,130,709 1.1 13.0 6.3 5,836,162

37,120 0.0 △ 13.6 1.4 1,387,000

　 72,313,480 69.3 0.0 0.2 154,276 0.0

283,975 0.3 2.3 9.6 8,510,450 7.2

1,876,733 1.8 △ 4.7 0.0 0 0.0

547,240 0.5 4.4 36.9 32,437,409 28.1

16,148,675 15.5 △ 2.5 7.1 4,752,588 ○経常経費充当

4,144,182 4.0 △ 30.3 補助事業費 1.0 410,698 　一般財源等

426,466 0.4 87.2 単独事業費 6.0 4,341,890 千円

5,542 0.0 △ 89.3 うち人件費 0.1 108,343 ○歳入経常一般財源等

3,356,290 3.2 369.7 0.0 0  ＋減収補てん債特例分

3,187,014 3.1 △ 19.6 0.0 0  ＋臨時財政対策債

901,280 0.9 △ 9.8 7.1 4,752,588 千円

1,120,000 1.1 △ 81.1 ・歳入経常一般財源等

31,997,397 30.7 △ 13.9 千円

104,310,877 100.0 △ 4.7 100.0 77,043,471

決 算 額 構 成 比 増 減 率 構 成 比 構 成 比 (%)

千円 ％ ％ 千円 ％ 93.9

762,894 0.8 △ 2.5 1.0 0.3

17,083,133 17.7 7.0 20.0 5.9

43,145,715 44.8 3.7 37.1 0.0

8,275,459 8.6 △ 3.3 10.1 0.0

490,625 0.5 188.0 0.6 0.0

2,915 0.0 △ 22.7 0.0 100.0

506,554 0.5 19.8 0.6

6,724,519 7.0 △ 64.9 6.4

566,933 0.6 △ 20.3 0.7

11,172,115 11.6 △ 12.3 13.6

0 0.0 0.0 0.0

7,679,115 8.0 24.3 10.0

0 0.0 0.0 0.0 歳入 △ 4.1

歳出 △ 4.1

歳入 △ 89.7

（注）「公営事業・公営企業会計」欄の「普通会計繰入繰出額」の単位は 歳出 △ 89.9

　　　「千円」である。 歳入 ―

歳出 ―

歳入 3.9

歳出 3.2

歳入 ―

歳出 ―

歳入 皆増

歳出 皆増

歳入 ―

歳出 ―

事 業 会 計 4,774,779 0

（ 駐 車 場 ） ― ―

16,581,395介護保険事業

合 計 31,562,499 1.8

特 別 区 民 税 徴 収 率

（介護サービス）

―

―

2,578,556

2,272,701

2,238,888

人 件 費

うち職員給

公営企業会計 ―

332

―

3,010,009

事 業 会 計

332

0

増 減 率

歳　　　　　　　　　入

区 分 決 算 額

性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

区 分

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割
交 付 金

特 別 区 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

地方消費税交付金

国 庫 支 出 金

区 分

交通安全対策特別
交 付 金

一 般 財 源 計

特 定 財 源 計

地 方 債

投 資 ・ 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

繰 上 充 用 金

合 計

財 産 収 入

諸 収 入

繰 入 金

目　　　的　　　別　　　歳　　　出

失業対策事業費

投 資 的 経 費 計

合 計

一 般 財 源 等

762,894

教 育 費

（介護サービス）

―

332

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

―

公営企業会計

0

総 務 費

議 会 費

分担金・負担金

都 支 出 金

区 分

合 計

寄 附 金

使 用 料

手 数 料

繰 越 金

特 別 区 民 税

うち退職金

扶 助 費

公 債 費

元 利 償 還 金

3,010,009 2.9

46,133.3

52.8

0

商 工 費

土 木 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

消 防 費

0

7,679,115

7,678,739

0

96,409,977

112,342

区 分

10,487,089

4,932,021

千円

23,688,573

16,328,541

％

△ 2.7

0.1

25,924,251

18,408,962

0

90.9

公 営 事 業 ・ 公 営 企 業 会 計

後期高齢者医療 4,832,810 2,090,834

国民健康保険

96.1 20.9

決  算  額 (千円)

0.0

0.00

81,133

29,633,531

特　　別　　区　　税

軽 自 動 車 税

1,847,835 △ 4.3

2.3

決 算 額 ( 千 円 ) 増 減 率 (%)

△ 2.2

△ 9.3

合　　計　(%)滞 納 繰 越 分 (%)現 年 課 税 分 (%)

0.0

0

増 減 率 (%)

543,551

中　野　区

58,300,718

0

20,206,020

5,145,269

経 常 一 般 財 源

千円

38,094,698

3,439,270

0

介護保険事業

（保険事業）

96,409,977 100.0 △ 9.3
老人保健医療

77,043,471 100.0
事 業 会 計

15,373,430

28,550,770

7,772,778

法 定 外 普 通 税

鉱 産 税

464,879

特 別 区 た ば こ 税

2,856

474,088

入 湯 税

16,137,875

普 通 会 計

30,429,572

30,371,504

繰入繰出額

4,303,129

19,091

0

31,828

0

6,725,739

0

△ 0.9

3.8

10,963,946

24.3

0.0

71,822,290

△ 3.1

0

6,813,624 71,822,290

0.0

△ 62.9

普通建設事業費

1,009,227

5,804,397

0.0

△ 92.9

積 立 金

35,537,169

6,813,624

1,387,000

9,233,992

0

187,626

災害復旧事業費

6.2

24.3

△ 24.3

5,115,781

6,068,365

一時借入金利子

義 務 的 経 費 計 54,059,184

そ の 他 経 費 計

△ 2.0

657,535財政調整交付金

地方特例交付金等 物 件 費

維 持 補 修 費

12,795,483

748,922

補 助 費 等

42.1

12.3

12.2

20,456,194

7,678,739

7,680,386

6,725,739

△ 0.8

△ 62.9

0.0
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企業会計的手法による分析 
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第２部では、歳入歳出決算にみる中野区の財政状況(普通会計)を明らかにしてきま

した。 

従来の公会計は、現金主義に基づいて現金収支の動きを捉えたものであり、予算の

執行や現金収支の把握には適しています。しかし、たとえば借金の増加や積立金の取

崩しが収入としてのみとらえられるなど、負債の増加や資産の減少といったストック

情報が認識されにくいため、全体的な財政状況がわかりにくいといった点が指摘され

ています。また、資産の減価償却費や退職給与引当金繰入など実質的に発生している

現金以外の行政コストを把握できません。 

そこで第３部では、発生主義に基づく企業会計的手法を用いて以下の財務諸表を作

成し、従来の公会計だけではわかりにくかった中野区全体の財政状況を明らかにして

いくこととします。 

 

 

（１）バランスシート 

バランスシートは、企業会計における貸借対照表のことで、左側（借方）に資産、

右側（貸方）に負債及び資本（正味資産）を表したものです。 

年度末時点において、区の資産がどの程度形成されていて、その財源としての負債

（将来世代による負担）及び正味資産（これまでの世代による負担）がいくらかを示

しています。建物などの有形固定資産については減価償却を行い、また、退職給与引

当金を負債として計上するなど、発生主義に基づいて作成されます。 

 

（２）行政コスト計算書 

行政コスト計算書とは、行政サービスを提供するに伴って発生した費用（行政コス

ト）とそれに充てられる収入の状況を表したもので、企業会計における損益計算書に

相当するものです。ただし、地方自治体は企業と異なり、営利を目的として財政運営

するものではないため、行政コスト計算書は損益計算ではなく発生主義によるコスト

（行政コスト）を把握することに主要な目的があります。 

 

（３）正味資産変動計算書 

正味資産変動計算書とは、バランスシートの正味資産の１年間の増減を示したもの

であり、企業会計における株主資本等変動計算書に相当するものです。 

正味資産はこれまでの世代によって蓄積したストック形成の財源であり、企業会計

における自己資本に相当するものと考えられます。 

 １  財務諸表作成の意義 



 45

（４）キャッシュ・フロー計算書 

キャッシュ・フロー計算書とは、１年間の資金の流れを「行政活動」「投資活動」

「財務活動」の３つに区分して表示したものです。 

資金の流れを示した点では歳入歳出決算書と似ていますが、活動別に区分すること

で、歳入歳出決算書ではわからなかった活動別の資金調達源泉と資金使途を把握でき

ます。 

 

（５）連結バランスシート 

中野区には、上記の財務諸表で示される普通会計とは別に、国民健康保険事業特別

会計などの公営事業会計や、中野区土地開発公社などの出資団体があります。 

中野区の総合的な財政情報として、普通会計に公営事業会計及び出資団体をあわせた

連結バランスシートを作成し、区全体の資産、負債及び正味資産の状況を示していま

す。 

 

 

図 36 歳入歳出決算(現金主義)とバランスシート・行政コスト計算書との関係 

 

 

 

歳出

歳入 収入項目 

行政コスト 資  産 

負  債 

正味資産 

資産形成につながらないもの 

（人件費、物件費、福祉給付等） 

行政コストを賄うための収入 

（区税、使用料、補助金等） 

資産形成につながるもの 

（普通建設事業費、積立金等） 

資産形成のための財源 

(地方債、国都支出金、一般財源等） 

バランスシート 歳入歳出決算 行政コスト計算書
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■財務諸表作成にあたっての基本的前提■ 

バランスシート及び行政コスト計算書は、総務省の「地方公共団体の総合的な財政

分析に関する調査研究報告書（平成１３年３月）」（以下、「総務省方式」といいま

す）に基づいて作成しています。 

 

○対象会計範囲 

連結バランスシートを除き、普通会計を対象としています。 

○作成基準日（出納整理期間の扱い） 

会計年度の最終日をバランスシート等の作成基準日としています。 

なお、出納整理期間（４月１日～５月３1 日）における出納については、バラン

スシート等の作成基準日までに終了したものとして処理しています。 

○基礎数値 

電算処理化された昭和４４年度以降の決算統計データを使用しています。 

○資産及び負債の固定・流動の区分の基準 

作成基準日の翌日から 1 年以内に支払・入金の期限が到来するものを流動資産、

流動負債とし、それ以外を固定資産、固定負債として分類しています。 

○配列法 

固定性配列法（固定、流動の順に表記する方法）を採用しています。 

○有形固定資産及び減価償却 

有形固定資産の評価にあたっては、取得原価主義を採用しています。評価の対象

となる有形固定資産は、昭和４４年度以降の決算統計の普通建設事業費の行政目的

別のデータを取得原価とみなして算定しています。 

また、土地以外の有形固定資産については減価償却をしています。減価償却費は

行政目的別の主な使途の区分別に、総務省方式で設定された耐用年数（耐用年数表

を「２バランスシート （２）項目別の詳しい説明 ①有形固定資産」に記載して

います）に基づき、残存価額をゼロとする定額法により計算しています。 

○投資及び出資金 

投資及び出資金は、実際に支出した金額で計上しています。 

○退職給与引当金 

退職給与引当金は、会計年度末に普通会計に在籍している全職員が普通退職（自

己都合などによる退職）したと想定し、その支給総額を計上しています。 

○行政コスト計算書に計上する行政コストの範囲 

  行政コストの範囲は、資産の形成や負債の減少につながる支出等を除いた現金支

出の費用に、減価償却費、不納欠損額、退職給与引当金繰入等といった非現金支出

の費用を加えたものです。 
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◆バランスシートの用語解説◆ 

 

資産の部 一会計年度を超えて経営資源として用いられると見込まれるもの 

有形固定資産 公園などの土地や道路・橋りょう、庁舎・学校・保健福祉施設の建物な

ど、長期間にわたって行政サービスを提供するために使用される資産。土

地以外の有形固定資産については、減価償却をしています。 

なお、各費目の内容は以下のとおりです。 

総務費：庁舎、広報、情報システムなど 

民生費：高齢者・障害者・児童・生活保護の福祉サービスなど 

衛生費：保健衛生やごみ処理清掃など 

労働費：勤労者支援など 

商工費：消費者行政、産業振興など 

土木費：道路・橋りょう・公園・住宅など 

消防費：防災、水防など 

教育費：学校教育や生涯学習など 

投資及び出資金 出資団体などへの出資金等 

貸付金 土地開発公社や区民への貸付金 

特定目的基金 特定目的の事業のために積み立てている基金 

定額運用基金 一定の額の基金を運用することにより、特定の事業の実施に用いるための

基金 

財政調整基金 年度間の財源調整を図るための基金 

減債基金 地方債の償還に必要な財源確保を図るための基金 

歳計現金 普通会計決算の歳入歳出差引額（形式収支） 

未収金 区税や分担金・負担金、使用料などの収入未済額 

 

負債の部 資産形成の財源として、将来の世代により負担される分 

地方債 地方債残高から翌年度に予定している元金償還額を控除した額 

債務負担行為 将来の支出を伴う行為により、その債務の確定している額 

退職給与引当金 年度末に職員全員が退職した場合に必要となる退職手当支給額 

翌年度償還予定額 地方債残高のうち翌年度に予定している元金償還予定額 

翌年度繰上充用金 決算処理上、翌年度の歳入を繰り上げて歳入不足にあてる額 

 

正味資産の部 資産形成の財源として、これまでの世代により負担された分 

国庫支出金・都道府

県支出金 

国庫支出金・都道府県支出金のうち、資産形成の財源として蓄積され

たもの 

一般財源等 主に区民が納める税金等のうち、資産形成の財源として蓄積されたも

の 

 ２  バランスシート 
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平成２０年度 バランスシート（対前年度比較） 

 

（平成21年３月３１日現在）
(単位：千円）

 資産の部 20年度 19年度 増減  負債の部 20年度 19年度 増減

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 23,183,722 23,159,894 23,828

（２）民生費 40,928,193 40,715,964 212,229 （１）地方債 34,778,404 39,997,952 △ 5,219,548

（３）衛生費 3,180,266 3,240,728 △ 60,462

（４）労働費 1,201,668 1,210,178 △ 8,510 （２）債務負担行為

（５）農林水産業費 0 0 0 ① 物件の購入等 0 0 0

（６）商工費 3,812,107 3,845,091 △ 32,984 ② 債務保証又は損失補償 0 0 0

（７）土木費 106,250,411 105,917,862 332,549 債務負担行為計 0 0 0

（８）消防費 1,856,940 1,857,569 △ 629

（９）教育費 70,935,837 71,591,136 △ 655,299 （３）退職給与引当金 25,134,887 25,664,217 △ 529,330

（10）その他 48,139 49,169 △ 1,030

計 251,397,283 251,587,591 △ 190,308     固定負債合計 59,913,291 65,662,169 △ 5,748,878

（ うち土地 149,496,913 149,681,852 △ 184,939 )

    有形固定資産合計 251,397,283 251,587,591 △ 190,308 ２．流動負債

２．投資等 （１）翌年度償還予定額 6,339,548 6,698,268 △ 358,720

（１）投資及び出資金 1,894,228 507,228 1,387,000

（２）貸付金 1,558,541 1,510,478 48,063 （２）翌年度繰上充用金 0 0 0

（３）基金

① 特定目的基金 13,022,500 12,582,300 440,200     流動負債合計 6,339,548 6,698,268 △ 358,720

② 定額運用基金 35,000 45,000 △ 10,000

基金計 13,057,500 12,627,300 430,200

    投資等合計 16,510,269 14,645,006 1,865,263   負  債  合  計 66,252,839 72,360,437 △ 6,107,598

３．流動資産

（１）現金・預金  正味資産の部

① 財政調整基金 20,273,694 18,720,245 1,553,449

② 減債基金 3,843,887 3,096,370 747,517 １．国庫支出金 21,133,621 21,137,544 △ 3,923

③ 歳計現金 7,900,900 3,187,014 4,713,886

現金・預金計 32,018,481 25,003,629 7,014,852 ２．都道府県支出金 10,862,819 10,836,384 26,435

（２）未収金

① 地方税 2,722,051 2,314,638 407,413 ３．一般財源等 205,059,572 189,753,839 15,305,733

② その他 660,767 537,340 123,427

未収金計 3,382,818 2,851,978 530,840

    流動資産合計 35,401,299 27,855,607 7,545,692  正 味 資 産 合 計 237,056,012 221,727,767 15,328,245

資  産  合  計 303,308,851 294,088,204 9,220,647 負債･正味資産合計 303,308,851 294,088,204 9,220,647

※債務負担行為に係る情報 20年度 19年度 増減

　①物件の購入等に係るもの 27,443,110 12,696,986 14,746,124 千円

　②債務保証及び損失補償に係るもの 25,526,401 12,382,360 13,144,041 千円

　③その他 2,543,042 2,321,871 221,171 千円

借　　　　                   　　方 貸　　　　                   　方

 

 

※ 平成２０年度は、上野原区域外スポーツ学習施設用地の売却を行なったため、『資産の部 1.有形固

定資産 (9)教育費』より、取得額 1,078,880 千円を控除しています。 

『資産の部 2.流動資産 (1)現金・預金』に売却額 133,100 千円を計上しています。 

『正味資産の部 3.一般財源等』より、売却損 945,780 千円を控除しています。
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（１）平成２０年度バランスシートの概要 

  

 

① 資産の部 

ア 有形固定資産 

野方駅整備４億円、区立学校再編に伴う施設整備８億円などにより資産が６０億

円増加した一方で、上野原区域外スポーツ学習施設用地の売却による有形固定資産

１０億円の減や減価償却費を５２億円計上した結果、有形固定資産は２億円減少し、

２，５１４億円になりました。 

 

イ 投資等 

投資及び出資金は、サンプラザ事業適正化のための㈱まちづくり中野２１への出

資１４億円により１９億円になりました。 

貸付金は、主に中野区土地開発公社に対する融資や奨学資金であり、著増減はあ

りませんでした。 

基金は、義務教育施設整備基金やまちづくり基金を積み増したこと等により４億

円増加し、１３１億円となりました。 

 

ウ 流動資産 

現金預金は、財政調整基金を１６億円積み増したこと等により３２０億円となり

ました。歳計現金は、７９億円ですが、これは定額給付金給付事業に係る国庫補助

金等、平成２１年度に繰り越すべき財源５４億円が含まれています。 

未収金は、特別区税の収納率（現年課税分）が９６．７％から９６．３％に低下

したこと等により地方税の収入未済額が４億円、その他の収入未済額が１億円増加

し、３４億円になりました。歳入の確保及び負担の公平性の確保のために収納率を

向上させることは喫緊の課題となっています。なお、滞納繰越分も含めた地方税全

体の収納率は９１．４％です。 

 

 

平成２０年度のバランスシートは、資産が３,０３３億円、負債が６６２億

円であり、資産から負債を差し引いた正味資産は２,３７１億円でした。 

前年度と比較して、資産が９２億円増加し、負債が６１億円減少した結果、

正味資産は１５３億円増加しました。 
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② 負債の部 

固定負債の「地方債」と流動負債の「翌年度償還予定額」の合計が、中野区（普

通会計）の借金の額を示し、当年度はあわせて４１１億円です。６７億円償還し、

母子生活支援施設整備事業等の財源として１１億円を起債したことにより、残高は

５６億円減少しました。 

退職給与引当金は、職員数が２，３７２人から２，２８０人（９２人削減、４％

減少）になったことにより、前年度から５億円減少して２５１億円となりました。 

 

③ 正味資産の部 

正味資産の部全体では１５３億円増加し、このうち一般財源等は１５３億円増加

しました。これは、平成２０年度の財政運営の結果として、区の税収などの収入が

行政コストを１４４億円上回ったこと、国庫支出金や都支出金の取崩高９億円の結

果、これに相当する行政経営資源を翌年度以降の行政経営のために留保できたこと

を意味します。 
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（２）項目別のくわしい説明 

 資産の部  

① 有形固定資産 

中野区の有形固定資産は２,５１４億円であり、総資産の８３％を構成しています。

このうち半分以上の１,４９５億円(有形固定資産の５９％)が土地であり、中でも公園

用地が５４０億円と土地全体の３６％を占めています。 

償却率は、土地以外の償却資産（施設など）がどの程度減価償却されているかを見

るものです。一般的に、償却率が高いことは取得してから相当期間が経過していると

考えられ、近い将来に、大規模修繕、改築・改修の必要性が高まる可能性があるとい

えます。 

（単位：千円）

取得価額 減価償却 残存価額 償却率

土地 施設など 累計額

A B C D A-D D/C

総務費 32,844,023 12,852,513 19,991,510 9,660,301 23,183,722 48.3%

庁舎等 21,468,477 9,451,680 12,016,797 4,707,520 16,760,957 39.2%

その他 11,375,546 3,400,833 7,974,713 4,952,781 6,422,765 62.1%

民生費 62,031,047 29,669,431 32,361,616 21,102,854 40,928,193 65.2%

保育所 11,674,289 5,279,322 6,394,967 4,544,531 7,129,758 71.1%

その他 50,356,758 24,390,109 25,966,649 16,558,323 33,798,435 63.8%

衛生費 4,944,798 1,551,247 3,393,551 1,764,532 3,180,266 52.0%

清掃費 2,094,133 0 2,094,133 920,442 1,173,691 44.0%

環境衛生費 570,156 477,366 92,790 54,034 516,122 58.2%

その他 2,280,509 1,073,881 1,206,628 790,056 1,490,453 65.5%

労働費 1,943,799 1,138,002 805,797 742,131 1,201,668 92.1%

農林水産業費 0 0 0 0 0 -

商工費 4,906,075 3,264,028 1,642,047 1,093,968 3,812,107 66.6%

土木費 142,360,134 79,459,444 62,900,690 36,109,723 106,250,411 57.4%

道路 22,122,426 1,029,175 21,093,251 17,800,305 4,322,121 84.4%

橋りょう 2,360,524 12,687 2,347,837 629,270 1,731,254 26.8%

河川 4,785,932 844,488 3,941,444 1,411,317 3,374,615 35.8%

都市計画 109,899,971 77,515,620 32,384,351 14,473,061 95,426,910 44.7%

街路 8,326,027 8,215,000 111,027 79,211 8,246,816 71.3%

区画整理 30,100,969 14,964,345 15,136,624 5,490,147 24,610,822 36.3%

公園 69,582,824 53,979,601 15,603,223 8,783,206 60,799,618 56.3%

その他 1,890,151 356,674 1,533,477 120,497 1,769,654 7.9%

住宅 328,428 0 328,428 55,448 272,980 16.9%

その他 2,862,853 57,474 2,805,379 1,740,322 1,122,531 62.0%

消防費 4,339,494 1,720,332 2,619,162 2,482,554 1,856,940 94.8%

教育費 102,807,964 19,841,916 82,966,048 31,872,127 70,935,837 38.4%

小学校 37,317,909 3,862,032 33,455,877 13,250,920 24,066,989 39.6%

中学校 27,343,302 7,440,152 19,903,150 7,281,136 20,062,166 36.6%

幼稚園 1,499,714 927,329 572,385 295,107 1,204,607 51.6%

社会教育 24,825,364 5,183,848 19,641,516 7,655,183 17,170,181 39.0%

その他 11,821,675 2,428,555 9,393,120 3,389,781 8,431,894 36.1%

その他 58,869 0 58,869 10,730 48,139 18.2%

合計 356,236,203 149,496,913 206,739,290 104,838,920 251,397,283 50.7%

バランスシート計上額

 

表 7-1 有形固定資産の償却率 
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 なお、減価償却にあたって利用した耐用年数は以下のとおりです。 

 
数表

区分 耐用年数 区分 耐用年数 区分 耐用年数

１総務費 ６商工費 ２５ ８消防費
　(１)庁舎等 ５０ ７土木費 　(１)庁舎 ５０
　(２)その他 ２５ 　(１)道路 １５ 　(２)その他 １０
２民生費 　(２)橋りょう ６０ ９教育費 ５０
　(１)保育所 ３０ 　(３)河川 ５０ １０その他 ２５
　(２)その他 ２５ 　(４)砂防 ５０
３衛生費 ２５ 　(５)海岸保全 ５０
４労働費 ２５ 　(６)港湾 ５０
５農林水産業費 　(７)都市計画
　(１)造林 ２５ 　　　ア街路 １５
　(２)林道 １５ 　　　イ都市下水路 ２０
　(３)治山 ３０ 　　　ウ区画整理 ４０
　(４)砂防 ５０ 　　　エ公園 ４０
　(５)漁港 ５０ 　　　オその他 ２５
　(６)農業農村整備 ２０ 　(８)住宅 ４０
　(７)海岸保全 ５０ 　(９)空港 ２５
　(８)その他 ２５ 　(１０)その他 ２５  

 

② 投資等 

表 8-1  投資及び出資金                             （単位：千円） 

内    訳 金   額 出資割合 

（株）まちづくり中野２１ 1,377,000 43.8% 

（財）中野区中小企業退職金共済会 155,000 77.5% 

（株）シティテレビ中野 103,920 4.8% 

地方公営企業等金融機構 12,000 0.1% 

中野区土地開発公社 5,000 100.0% 

中野区福祉サービス事業団 5,000 100.0% 

野方駅整備（株） 3,000 50.0% 

その他 233,308  

合    計 1,894,228  

 

表 8-2  貸付金                                 （単位：千円） 

内    訳 金   額 

中野区土地開発公社貸付金 1,178,134 

奨学金 164,954 

資産活用福祉資金 147,906 

生業資金 74,191 

その他 121,536 

（控除）収入未済額（注） △128,180 

合    計 1,558,541 

（注）貸付金残高に含まれている収入未済額は、③流動資産の「その他（未収金）」に貸付金返還金

として計上したため、ここから控除しました。 

表 7-2  耐用年数表 
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表 8-3  特定目的基金                    （単位：千円） 

内    訳 金   額 

中野刑務所跡地防災公園建設基金 984,695 

社会福祉施設整備基金 827,210 

義務教育施設整備基金 7,939,865 

災害対策基金 307,057 

中野区営住宅整備基金 680,799 

平和基金 100,901 

道路・公園整備基金 402,712 

まちづくり基金 1,778,002 

区民公益活動推進基金 1,259 

合    計 13,022,500 

 

表 8-4  定額運用基金                    （単位：千円） 

内    訳 金   額 

国民健康保険高額療養費資金及び出産資金貸付基金 35,000 

合    計 35,000 

 

 

③ 流動資産 

表 9-1 地方税（未収金）                 （単位：千円） 

内    訳 金   額 

特別区民税 2,705,604 

軽自動車税 16,446 

特別区たばこ税 - 

合    計 2,722,050 

 

表 9-2 その他（未収金）                 （単位：千円） 

内    訳 金   額 

貸付金返還金 132,841 

生活保護費弁償金 297,199 

老人ホーム入所者自己負担分 3,142 

保育園保育料 14,803 

区営住宅使用料 9,154 

学童保育おやつ代 891 

その他 202,738 

合    計 660,768 
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 欄外注記  

債務負担行為にかかる情報 

① 物件の購入等に係るもの 

物件の購入等に対する債務負担行為のうち、翌年度以降の支払予定額を計上して

います。                          （単位：千円） 

内    訳 金   額 

土地の購入（中野区土地開発公社） 25,604,535 

野方六丁目高齢者住宅建設 213,338 

野方駅自由通路及び駅広場整理 825,852 

母子生活支援施設整備 417,035 

公園園内灯省エネ化工事 202,500 

街路灯 LED 化工事 160,000 

仲町小学校跡地施設整備 19,850 

合    計 27,443,110 

 

②  債務保証及び損失補償に係るもの 

出資団体等に対する債務保証等により、将来負担が発生する可能性のある額を計

上しています。                              （単位：千円） 

内    訳 金   額 

中野区土地開発公社（注１） 24,426,401 

（社福）南東北福祉事業団（注２） 1,100,000 

合    計 25,526,401 

 （注１）中野区土地開発公社が、中野区の事業用地を先行取得するに当たって資金調達した

借入金に対して、中野区が金融機関に債務保証しています。 

（注２）江古田の森保健福祉施設の整備費につき、整備・運営事業者である社会福祉法人南

東北福祉事業団の借入金に対して、中野区が金融機関に損失補償しています。 

 

③ その他 

融資に関する利子補給等、特養ホーム建設補助等により、当年度末時点で将来支

出することが予定されている額を計上しています。       （単位：千円） 

内    訳 金   額 

特養ホーム建設補助費 759,282 

産業経済融資 695,958 

小・中学校普通教室冷暖房施設借上げ 419,365 

OA 機器等の借上げ 258,219 

中央電算システム再構築 182,834 

木造賃貸住宅地区整備促進事業利子補給 178,050 

その他 49,334 

合    計 2,543,042 
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（ 

 

 

◆行政コスト計算書の用語解説◆ 

 

行政コスト 

行政コストは、地方自治体が単年度における行政サービスの提供のために要したコストで、

性質別に「人にかかるコスト」「物にかかるコスト」「移転支出的なコスト」「その他のコス

ト」の４つに分類しています。 

性質別 

コスト 

内容 計上項目 

人にかかる

コスト 

行政サービスの担い手で

ある職員に要するコスト 

人件費、退職給与引当金繰入等 

物にかかる

コスト 

地方自治体が最終消費者

となっているコスト 

物件費、維持補修費、減価償却費 

移転支出的

なコスト 

他の主体に移転して効果

が出てくるようなコスト 

扶助費、補助費等、繰出金、普通建設事業費(他

団体等への補助金）(注１） 

その他のコ

スト 

上記に属さないコスト 災害復旧事業費、失業対策事業費、公債費(利子

分のみ）、債務負担行為繰入(注２)、不納欠損額 

(注１)「普通建設事業費（他団体等への補助金）」は、他の団体などが行なう公共的施設の新

設や改修などの投資的経費に対して、当該地方自治体が支出する補助金をいいます。 

(注２)「債務負担行為繰入」は、債務負担行為で債務保証又は損失補償に係るもののうち、当

年度に債務が確定した額のことをいいます。 

 

収入項目 

項目 計上項目 

使用料・手数料等 使用料、手数料、分担金及び負担金、財産収入、寄付金、繰入金（基

金の取崩しによるもの以外）、諸収入（貸付金元金収入以外）にかか

る現年調定額 

※基金の取崩額、貸付金元金収入額はバランスシートに計上されま

す。 

国庫（都）支出金 国庫支出金と都支出金の合計額のうち、資産形成に資する支出金を除

いたもの 

※資産形成に資する支出金はバランスシートに計上されます。 

一般財源 地方税、地方譲与税、特別区交付金（都区財政調整交付金）など 

 

正味資産国庫（都）支出金償却額 

資産の減価償却に伴い償却するバランスシートの正味資産に計上した国庫（都）支出金の償

却額を計上しています。 

 

 ３  行政コスト計算書 
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期首一般財源等 

前年度末バランスシートの一般財源等の額を計上しています。 

 

一般財源等増減額 

収入から行政コストを控除し、正味資産国庫（都）支出金償却額を加えた額です。 

期末一般財源等 

期首一般財源等の額に、一般財源等増減額を加えた額です。これは当年度末バランスシート

の一般財源等の額に一致します。 

 

平成２０年度 行政コスト計算書（対前年度比較） 

〔行政コスト〕 　　　　　　　（単位：千円）

平成20年度 平成19年度 増減額 増減率

（１）人件費 22,914,242 23,730,286 △ 816,044 △3.4%

（２）退職給与引当金繰入等 2,480,679 1,681,271 799,408 47.5%

小計　〔人にかかるコスト〕 25,394,921 25,411,557 △ 16,636 △0.1%

（１）物件費 12,795,483 12,917,876 △ 122,393 △0.9%

（２）維持補修費 748,922 772,590 △ 23,668 △3.1%

（３）減価償却費 5,156,983 5,105,761 51,222 1.0%

（４）その他 945,780 0 945,780 -

小計　〔物にかかるコスト〕 19,647,168 18,796,227 850,941 4.5%

（１）扶助費 20,456,194 19,253,326 1,202,868 6.2%

（２）補助費等 5,115,781 4,559,360 556,421 12.2%

（３）繰出金 9,233,992 9,423,109 △ 189,117 △2.0%

（４）普通建設事業費（他団体等への補助金） 768,069 770,897 △ 2,828 △0.4%

小計　〔移転支出的なコスト〕 35,574,036 34,006,692 1,567,344 4.6%

（１）災害復旧事業費 0 0 0 －

（２）失業対策事業費 0 0 0 －

（３）公債費（利子分のみ） 980,471 1,046,881 △ 66,410 △6.3%

（４）債務負担行為繰入 0 0 0 －

（５）不納欠損額 279,997 444,928 △ 164,931 △37.1%

小計　〔その他のコスト〕 1,260,468 1,491,809 △ 231,341 △15.5%

行政コスト a 81,876,593 79,706,285 2,170,308 2.7%

〔収入項目〕

１ 使用料・手数料等 b 3,843,196 4,137,919 △ 294,723 △7.1%

b／a 5% 6% － －

２ 国庫（都）支出金 c 19,487,769 14,481,922 5,005,847 34.6%

c／a 24% 18% － －

３ 一般財源 d 72,981,032 72,905,807 75,225 0.1%

d／a 89% 92% － －

収入（b+c+d) e 96,311,997 91,525,648 4,786,349 5.2%

４ 正味資産国庫（都）支出金償却額 f 870,329 1,080,562 △ 210,233 △19.5%

５ 期首一般財源等 189,753,839 176,853,914 12,899,925 7.3%

差引（e-a+f)一般財源等増減額 15,305,733 12,899,925 2,405,808 18.6%

６ 期末一般財源等 205,059,572 189,753,839 15,305,733 8.1%

４

１

２

３
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平成２０年度 行政コスト計算書 
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（１）平成２０年度行政コスト計算書の概要 

   

 

① 性質別コスト 

性質別コストとは、人件費、扶助費、補助費などコスト発生の経済的な性質に着目

し、「人にかかるコスト」「物にかかるコスト」「移転支出的なコスト」「その他の

コスト」に区分して、コストを分類したものです。 

 

最も多いのは、行政コスト全体の４３％を占める「移転支出的なコスト」で３５６

億円でした。「移転支出的なコスト」の割合が大きいのは、社会保障費である扶助費

及び国民健康保険事業特別会計、介護保険特別会計や後期高齢者医療特別会計への繰

出金が多いためです。 

扶助費２０５億円の内訳は、生活保護費１１２億円、保育園事業費２３億円、自立

支援給付費１６億円などです。平成１９年度と比較すると、生活保護費は３億円、保

育事業費は２億円増加し、自立支援給付金は１億円減少したこと等により扶助費総額

は１２億円増加しました。 

また、繰出金９２億円の内訳は、国民健康保険事業特別会計に対する繰出金４３億

円、介護保険特別会計に対する繰出金２６億円、後期高齢者医療特別会計に対する繰

出金２３億円などであり、これらは、各特別会計に対する法定負担額や財源不足分の

支出として繰り出すものです。平成１９年度と比較すると、国民健康保険事業特別会

計に対する繰出金８億円の減少等により繰出金総額は２億円減少しました。 

補助費等５１億円の内訳は、東京２３区清掃一部事務組合分担金１５億円などです。 

平成１９年度と比較すると、(財)中野区中小企業退職金共済会に対する補助金３億円

の増等により補助費等総額は６億円増加しました。 

 

次に多いのは、行政コスト全体の３１％を占める「人にかかるコスト」で２５４億

円でした。このうち、人件費は２２９億円でした（これには職員の給料・手当のほか、

議員報酬や委員等報酬なども含まれます）。平成１９年度と比較すると、人員削減効

果もあり、８億円減少しました。 

退職給与引当金繰入等は、将来の退職手当のうち当年度に発生したと見込まれる額

を計上しています。発生ベースで退職コストを把握することは、退職負担の先送りを

していないことを示しています。平成２０年度に、退職給与引当金の算定方法を、退

行政コスト（a）は８１９億円でした。これに、税収等収入（e）９６３億

円、正味資産国庫（都）支出金償却額（f）９億円を加味した結果、一般財源

等増減額（e-a+f）は１５３億円となり、期末一般財源等の額は２,０５１億円

となりました。 
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職手当算定の体系をより適切に反映した方法に変更したため、退職給与引当金の算定

対象となる職員数は減少したものの、退職給与引当金繰入等は８億円増加しました。 

 

「物にかかるコスト」は１９６億円でした。 

物件費１２８億円には、学校給食調理委託７億円や文化･スポーツ施設の管理委託費

６億円、清掃作業車両雇上費用９億円などが計上されています。 

減価償却費５２億円は、有形固定資産の償却分です。実際の支出は施設の整備時に

なされており、当年度に支出されたわけではありませんが、施設の経年劣化等による

経済的価値の減少に応じてコストとして認識するものです（その分資産の額が減少し

ます）。 

その他として計上された９億円は、上野原区域外スポーツ学習施設用地１０億円を

１億円で売却したことによる売却損です。 

 

「その他のコスト」には、公債費のうち支払利息を１０億円計上しています。なお、

借入金の元本の償還は、コストの発生ではなく債務の減少としてとらえられますので、

行政コスト計算書には計上されません。 

不納欠損は、収入未済額から将来にわたり納入される見込みのない債権額を除く処

理のことです。支出はありませんが、本来収入すべきものが収入できなかったとして

コスト認識するものです。 

 

② 目的別コスト 

目的別コストとは、民生費、土木費、教育費などコストが何のために発生したかと

いう行政目的に着目してコストを分類したものです。 

行政目的別では、民生費が５４％とほぼ半分を占めています。これは、区の歳出に

占める民生費の割合が大きいうえ、その大部分が資産形成のための資本的支出ではな

く、人件費や扶助費など単年度の消費的支出となるためです。おもに、国民健康保険

事業特別会計、介護保険特別会計や後期高齢者医療特別会計への繰出金の増、児童手

当の増、子ども医療助成の増、自立支援給付費の増によるものです。 

続いて、教育費、総務費、衛生費の割合が大きくなっています。 

 

②  収入項目 

区税収入等からなる一般財源収入は概ね平成１９年度並みでしたが、定額給付金給

付事業費に係る国庫補助金の受入等により行政コスト計算書に計上される国庫支出金

が５０億円増加した影響で、収入全体では前年度から４８億円増加し、９６３億円で

した。なお、収入は現年調定額を計上しているので定額給付金給付事業費に係る国庫

補助金も平成２０年度調定額は全て平成２０年度の収入として計上されています。 
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（１）中野区の正味資産変動計算書 

 正味資産変動計算書は、バランスシートの正味資産が 1 年間でどのように増減し、

財源構成がどのように変化したかを示すものです。 

 中野区の正味資産変動計算書は、区が独自の方式により作成したものです。 

 

　【期首バランスシート】
正味資産の部
１．国庫支出金

２．都道府県支出金

３．一般財源等

　【期末バランスシート】
正味資産の部
１．国庫支出金

２．都道府県支出金

３．一般財源等　【行政コスト計算書】
　　 収入
　-)行政コスト
　一般財源等の増減額

当年度に収入した資
産形成の財源となる
国庫支出金と都道府
県支出金

【正味資産変動計算書】

 

 

（２）平成２０年度正味資産変動計算書の概要 

 平成２０年度の正味資産（国庫支出金、都道府県支出金及び一般財源等）の変動状

況は以下のとおりです。 

（単位：千円）

正味資産合計 国庫支出金 都道府県支出金 一般財源等

期首残高 221,727,767 21,137,544 10,836,384 189,753,839

行政コスト -81,876,593 -81,876,593

収入 96,311,997 96,311,997

国庫支出金・都道府県支出金の資
産形成への財源投入

892,841 517,534 375,307 0

国庫支出金・都道府県支出金の償
却額

0 -521,457 -348,872 870,329

期末残高 237,056,012 21,133,621 10,862,819 205,059,572

正味資産変動計算書
自　平成20年４月　１日
至　平成21年３月３１日

 
 

 ４  正味資産変動計算書 

図 37 正味資産変動計算書とバランスシート、行政コスト計算書の関係図 
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表中、「期首残高」は、平成１９年度末のバランスシートの額と、「期末残高」は

平成２０年度のバランスシートの額と一致します。 

「行政コスト」と「収入」は行政コスト計算書に記載してあるものです。行政コス

ト計算書における「行政コスト」と「収入」は、バランスシートの「一般財源等」の

増減内訳となります。 

「国庫支出金・都道府県支出金の資産形成への財源投入」は、平成２０年度中の補

助金のうち、固定資産の取得等のために充当された金額を表しています。 

また、有形固定資産の減価償却にあわせて財源となった補助金も償却し、一般財源

化する処理が行われます。「国庫支出金・都道府県支出金の償却額」は、当該償却処

理による補助金の一般財源等への振替額を表しています。 

 

一般財源等増減額は、発生主義によりコストをとらえた場合における１年間の財政

運営の赤字・黒字の判断基準になるともいえます。 

過去５年間の一般財源等増減額の推移は下表のとおりです。 

 

(単位：千円）
平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

行政コスト 78,668,953 78,052,836 77,872,180 79,706,285 81,876,593

使用料・手数料等 4,195,949 4,125,228 3,972,422 4,137,919 3,843,196

国庫（都）支出金 13,639,261 14,333,738 13,956,418 14,481,922 19,487,769

一般財源等 64,037,544 67,066,062 71,497,891 72,905,807 72,981,032

　収入　計 81,872,754 85,525,028 89,426,731 91,525,648 96,311,997

正味資産国庫（都）支出金償
却額

802,621 1,195,842 428,531 1,080,562 870,329

(差引)一般財源等増減額
（注１）

4,006,422 8,668,034 11,983,082 12,899,925 15,305,733
 

（注１）一般財源等増減額＝収入計－行政コスト＋正味資産国庫(都)支出金償却額 

 

平成２０年度については、行政コストが前年度から２２億円増加して８１９億円と

なる一方、収入が前年度から４８億円増加して９６３億円となったことにより、一般

財源等増減額は１５３億円となりました。 

表 10 一般財源等増減額の推移 
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◆キャッシュ・フロー計算書の用語解説◆ 

 

■行政活動によるキャッシュ・フロー 

「行政活動によるキャッシュ・フロー」の区分には、地方自治体の経常的な行政

活動から発生する収入・支出を計上しています。 

収入には税収、使用料・手数料等の収入、交付金等の収入などを計上し、支出に

は人件費、物件費、扶助費による支出、建物等の維持補修による支出などを計上し

ています。 

 

■投資活動によるキャッシュ・フロー 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」の区分には、有形固定資産の取得及び売

却、固定資産の取得財源としての国庫（都）支出金等の収入、貸付による収支とい

った投資的な収入・支出を計上しています。このほか、基金への積立て及び取崩し、

他会計（国民健康保険事業特別会計など）への繰出金も、投資活動の一環としてと

らえ、投資活動区分に計上しています。 

「投資活動によるキャッシュ･フロー」は通常マイナスになります。 

 

■財務活動によるキャッシュ・フロー 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分には、地方債の発行・償還による

収入・支出及び利息支払額を計上しています。「財務活動によるキャッシュ・フロ

ー」は、行政活動及び投資活動から生じたキャッシュ・フローの差額を借入れによ

ってどのように補ったかを表わしたものです。 

 ５  キャッシュ・フロー計算書 
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平成２０年度 キャッシュ・フロー計算書（対前年度比較） 

（単位：千円）

平成20年度 平成１9年度 増減額

Ⅰ　行政活動によるキャッシュ・フロー

１． 税収 32,076,266 31,524,466 551,800

２． 使用料及び手数料収入 2,423,973 2,492,722 △ 68,749

３． 人件費による支出 △ 25,924,251 △ 26,654,689 730,438

４． 物件費による支出 △ 12,795,483 △ 12,917,876 122,393

５． 維持補修費による支出 △ 748,922 △ 772,590 23,668

６． 扶助費による支出 △ 20,456,194 △ 19,253,326 △ 1,202,868

７． その他の収支 △ 19,669 187,430 △ 207,099

小計 △ 25,444,280 △ 25,393,863 △ 50,417

８． 交付金による収入 40,237,214 40,785,910 △ 548,696

９． 国庫支出金及び都道府県支出金収入 19,366,873 14,460,472 4,906,401

１０． 分担金、負担金等による収入 289,517 329,222 △ 39,705

１１． 補助費等による支出 △ 5,115,781 △ 4,559,360 △ 556,421

行政活動によるキャッシュ・フロー･･･a 29,333,543 25,622,381 3,711,162

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

１． 有形固定資産の取得による支出 △ 6,045,555 △ 17,606,538 11,560,983

２． 国庫支出金及び都道府県支出金収入 925,984 8,044,483 △ 7,118,499

３． 財産売却による収入 147,593 17,039 130,554

４． 財産運用による収入 278,873 210,755 68,118

５． 貸付金の回収による収入 152,880 40,979 111,901

６． 貸付による支出 △ 187,626 △ 122,823 △ 64,803

７． 投資及び出資による支出 △ 1,387,000 △ 3,000 △ 1,384,000

小計 △ 6,114,851 △ 9,419,105 3,304,254

８． 基金からの繰入による収入 3,356,290 714,505 2,641,785

９． 基金への積立による支出 △ 6,068,365 △ 8,021,166 1,952,801

１０． 他会計への繰出しによる支出 △ 9,233,992 △ 9,423,109 189,117

投資活動によるキャッシュ・フロー ･･･b △ 18,060,918 △ 26,148,875 8,087,957

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

１． 地方債発行による収入 1,120,000 5,928,000 △ 4,808,000

２． 地方債償還による支出 △ 6,698,268 △ 5,130,135 △ 1,568,133

３． 支払利子 △ 980,471 △ 1,046,881 66,410

財務活動によるキャッシュ・フロー･･･ c △ 6,558,739 △ 249,016 △ 6,309,723

Ⅳ 歳計現金の増加額 (a+b+c)･･･d 4,713,886 △ 775,510 5,489,396

Ⅴ 歳計現金の前期繰越残高･･･e 3,187,014 3,962,524 △ 775,510

Ⅵ 歳計現金の年度末残高 (d+e) 7,900,900 3,187,014 4,713,886

バランスシートの歳計現金と一致

 

（１）平成２０年度キャッシュ・フロー計算書の概要 

行政活動によるキャッシュ・フローは２９３億円、投資活動によるキャッシュ･フロ

ーは△１８１億円、財務活動におるキャッシュ･フローは△６６億円であり、キャッシ

ュ（歳計現金）は４７億円増加して残高は７９億円となりました（これは、バランス

シートの資産の部の「３．流動資産 （１）現金・預金 ③歳計現金」の額と一致し

ます）。なお、増加額４７億円のうち４５億円は定額給付金給付事業に係る国庫支出

金の受取（事業の実施を翌年度以降に繰り越したことによる影響）によるものです。 
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◆連結バランスシート作成の基本的前提◆ 

○連結対象 

  以下の公営事業会計及び区の出資比率が２５％以上で中野区が実質的に主導的な

立場を確保していると認められる出資団体を連結しています。 

公営事業会計 出資団体 

・国民健康保険事業特別会計 

・老人保健医療特別会計 

・介護保険特別会計 

・介護サービス事業（公営企業会計） 

・後期高齢者医療特別会計 

・中野区土地開発公社 

・(財)中野区中小企業退職金共済会 

・(社福)中野区福祉サービス事業団 

・野方駅整備㈱ 

・㈱まちづくり中野２１ 

普通会計

国民健康保険事業

老人保健医療事業

介護保険事業

介護サービス事業(公営企業会計）

法定負担額等

の繰出

中野区

土地開発公社

(財)中野区中小企業

退職金共済会

公営事業会計

中野区

出資

事業費等の補助

出資、融資

土地の再取得

出資団体

図 38 中野区の連結対象

(社福)中野区福祉

サービス事業団

野方駅整備（株）

(株)まちづくり中野２１

後期高齢者医療特別会計

公有用地の先行取得事業

中小企業向け退職金給付事業

介護保険施設や介護保険事業

及び障害者の自立支援事業

野方駅の整備事業

まちの活性化と中野駅周辺の

まちづくりの推進事業

 

○投資と資本、債権と債務の相殺消去 

 普通会計と公営事業会計、出資団体との間における投資と資本、債権と債務につい

ては、相殺消去しました。 

 

○出納整理期間中の調整 

 出資団体の中野区に対する未収金・未払金のうち、出納整理期間中に収入・支出さ

れたものについては、３月までに収入・支出されたものとみなして調整しました。 

 ６  連結バランスシート 
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 平成２０年度 連結バランスシート 
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平成２０年度 連結バランスシート（対前年度比較） 

 

 
（平成21年３月３１日現在）

(単位：千円）

  資産の部 20年度 19年度 増減    負債の部 20年度 19年度 増減

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 23,183,722 23,159,894 23,828 （１）地方債 34,778,404 39,997,952 △ 5,219,548

（２）民生費 40,972,265 41,069,620 △ 97,355 （２）債務負担行為 0 0 0

（３）衛生費 3,180,266 3,240,728 △ 60,462 （３）退職給与引当金 26,531,967 27,005,854 △ 473,887

（４）労働費 1,201,668 1,210,178 △ 8,510 （４）金融機関借入金 2,624,000 0 2,624,000

（５）農林水産業費 0 0 0 （５）その他 1,646,300 1,068,137 578,163

（６）商工費 4,312,485 4,337,666 △ 25,181

（７）土木費 136,692,346 117,451,032 19,241,314     固定負債合計 65,580,671 68,071,943 △ 2,491,272

（８）消防費 1,856,940 1,857,569 △ 629

（９）教育費 70,935,837 71,591,136 △ 655,299 ２．流動負債

（10）その他 48,139 49,169 △ 1,030 （１）地方債翌年度償還予定額 6,339,548 6,698,268 △ 358,720

（２）翌年度繰上充用金 0 0 0

有形固定資産合計 282,383,668 263,966,992 18,416,676 （３）未払金等 179,045 61,001 118,044

（４）短期借入金 24,510,401 11,282,360 13,228,041

（５）その他 88,980 97 88,883

２．投資等     流動負債合計 31,117,974 18,041,726 13,076,248

（１）投資及び出資金 756,248 347,228 409,020

（２）貸付金 380,407 413,437 △ 33,030   負  債  合  計 96,698,645 86,113,669 10,584,976

（３）基金 16,702,122 14,906,322 1,795,800

（４）退職手当組合積立金 0 0 0

（５）基本財産 210,000 205,000 5,000    正味資産の部

（６）その他 45,838 75 45,763

１．国庫支出金 21,158,980 21,137,544 21,436
    投資等合計 18,094,615 15,872,062 2,222,553

２．都道府県支出金 10,862,819 10,836,384 26,435

３．流動資産

（１）現金・預金 33,767,803 25,460,870 8,306,933 ３．他団体及び民間出資分 1,773,000 0 1,773,000

（２）未収金 7,054,574 6,170,375 884,199

（３）その他 48,092 2,929 45,163 ４．一般財源等 210,855,307 193,385,631 17,469,677

    流動資産合計 40,870,469 31,634,174 9,236,295  正 味 資 産 合 計 244,650,107 225,359,559 19,290,548

資  産  合  計 341,348,752 311,473,228 29,875,524 負債･正味資産合計 341,348,752 311,473,228 29,875,524

※債務負担行為に係る情報 20年度 19年度 増減

①物件の購入等に係るもの 1,838,575 317,585 1,520,990 千円

②債務保証及び損失補償に係るもの 1,100,000 1,100,000 0 千円

③その他 2,543,369 2,361,949 181,420 千円

借　　　　                   　　方 貸　　　　                   　方
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（１）平成２０年度連結バランスシートの概要 

 
 

（２）連結対象会計及び団体の決算の概要 

①公営事業会計（国民健康保険事業会計等） 

公営事業会計全体の総資産は５８億円、総負債は１４億円であり、正味資産は４４

億円です（相殺消去前）。 

国民健康保険事業特別会計には未収金が３３億円あります。これは国民健康保険料

の収入未済額であり、未納保険料の額を示しています。平成２０年度の中野区の国民

健康保険料の徴収率（現年分）は８１．３％です。国民健康保険制度の安定的運用と

負担の公平を図るため、徴収率を向上させることが課題となっています。 

②出資団体 

中野区土地開発公社は、中野区の事業用地を先行取得する団体であり、保有する土

地２５６億円及び金融機関からの借入金２４４億円などが連結されます。保有土地の

内訳は以下のとおりです。 

 表 11 中野区土地開発公社 保有地一覧 

性質 取得年度 用地名 金額(千円)

土木費 平成５年度 (仮)中野五丁目公園拡張用地 787,156

土木費 平成５年度 中野駅北口広場整備事業用地 1,842,210

土木費 平成５年度 中野駅南口市街地整備事業用地 788,960

土木費 平成６年度 (仮)中野五丁目公園拡張用地 282,425

商工費 平成９年度 (仮)産業情報センター等施設用地 500,378

土木費 平成９年度 中野駅北口広場整備事業用地 3,267,141

土木費 平成１９年度 本町二丁目地区都市基盤事業用地 4,195,254

土木費 平成２０年度 南台一・二丁目地区  地区施設道路用地 5,385

土木費 平成２０年度 南台一・二丁目地区  地区施設道路用地 2,233

土木費 平成２０年度 平和の森公園周辺地区  地区施設道路用地 7,244

土木費 平成２０年度 本町五丁目地区都市基盤整備事業用地 13,900,175

土木費 平成２０年度 平和の森公園周辺地区  地区施設道路用地 2,270

土木費 平成２０年度 南台一・二丁目地区  地区施設道路用地 3,700

土木費 平成２０年度 南台一・二丁目地区  地区施設道路用地 20,005

合計 25,604,535

平成２０年度の連結バランスシートは、資産が３，４１３億円、負債が９６

７億円であり、資産から負債を差し引いた正味資産は２，４４６億円でした。 

前年度と比較して、資産が２９９億円増加し、負債が１０６億円増加した結

果、正味資産は１９３億円増加しました。 

正味資産のうち一般財源等は、前年度と比較して１７７億円増加しました。

これは、行政経営資源を翌年度以降の行政経営のために留保できたことを表し

ます。 
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土地開発公社が土地を取得するために金融機関から借り入れた資金は、中野区によ

る買取代金が返済原資となるため、区が土地開発公社から土地を取得しない限り土地

開発公社の借入金は減らず、利息負担も軽くなりません。取得してから１０年以上経

過した長期保有土地は７５億円ありますが、このうち１１億円は利息支払額です。 

金融機関に対する借入金を減少させ、金利負担を軽減することが土地開発公社の経

営健全化に資するものとして、区は第２次土地開発公社経営健全化計画（平成１８年

度～２２年度）に基づき、起債により計画的に公社の土地を買い取っていくこととし

ており、平成２０年度は９億円の土地を区が買い取りました。 

 

連結バランスシートには、この他、(財)中野区中小企業退職金共済会、(社福)中野

区福祉サービス事業団、野方駅整備㈱及び㈱まちづくり中野２１の資産・負債も計上

しています。 

連結される主な資産及び負債は、(財)中野区中小企業退職金共済会については、退

職給付事業に係る運用資産と加入者の退職給付債務、（社福）中野区福祉サービス事

業団については、現金預金等と事業者に対する未払金等、野方駅整備㈱については、

駅整備に係る有形固定資産等と未払金や預り預託金等の負債です。また、㈱まちづく

り中野２１は中野サンプラザの土地・建物からなる有形固定資産と長期借入金が連結

バランスシートに計上されます。 

 



 

 

 

 

 

 

中野区の財政白書 
 

平成２０年度決算の状況 

 

 
平成２１年９月 

 

 

編集・発行 

中野区管理会計室 

経営分析担当 

 
〒164-8501 

東京都中野区中野 4-8-1 

電話 03-3228-8278 

F A X 03-3228-5650 
E-mail:keieibunseki@city.tokyo-nakano.lg.jp 

 


	00　表紙_決算説明参考資料
	01  目次～注意書き
	02 第１部　表紙
	03 第１部　決算の概要_0825修正版）
	04 第２部　表紙
	05 １財政規模_0824修正
	06 ２歳入の状況(0428修正)
	07 ３歳出の状況 _0827修正
	08 ４特別区債と基金の状況（090825修正）
	09 ５財政指標にみる健全性・弾力性_0827修正_
	10 【131148中野区】決算状況一覧表 　左(様式）
	11 【131148中野区】決算状況一覧表　右（様式）
	12 第３部　表紙
	13 第３部
	14　奥付

